
（別紙２）　　　　　2020年度地方創生推進交付金（先駆タイプ、横展開タイプ）実施計画【2016年度開始事業】ver.2

①交付対象事業の名称・連携地方公共団体 ①交付対象事業の名称・連携地方公共団体

地域再生計画の名称及び認定回 地域再生計画の名称及び認定回

入力チェック

連携地方公共団体 連携地方公共団体

〇

事業費

○

注意

・有識者審査対象となります。

44000 132,364千円 66,182千円

第39 回

中津市 44203 0千円 0千円

2020年度交付対象事業経費
2020年度交付申請額

（左記の1/2）

44000 69,796千円 34,898千円 1 大分県

No. 都道府県名 市区町村等名

認定（初回）認定（初回）

第39 回

地域再生計画の名称

くらしの和づくり・仕事づくり応援計画 くらしの和づくり・仕事づくり応援計画

地域再生計画の名称

有識者対象

地方公共団体
コード

3 大分県 日田市 44204

〇

0千円

広域・単独

0千円

2,400千円 1,200千円

担当者名 外園　裕児 電話番号 097-506-2125 メールアドレス hokazono-yuji@pref.oita.lg.jp

担当部局名 企画振興部おおいた創生推進課 責任者名 中山　和充 責任者役職 課長

都道府県名 大分県 市区町村等名 地方公共団体コード 44000 事業開始年度 2016年度

広域
連携

くらしの和づくり・仕事づくり応援事業
広域
連携

くらしの和づくり・仕事づくり応援事業

No. 都道府県名 市区町村等名
地方公共団体

コード
2020年度交付対象事業経費

2020年度交付申請額
（左記の1/2）

事業分野
（詳細）

②（①を除く）コンパクトシティ、まちの賑わいの創出、連
携中枢都市等のまちづくり分野

事業分野 ○

単独
広域

交付対象事業の名称 単独
広域

交付対象事業の名称

事業分野 ○ 事業タイプ 先駆タイプ 事業分野
（大項目）

まちづくり事業タイプ 先駆タイプ 事業分野
（大項目）

まちづくり 事業分野
（詳細）

②（①を除く）コンパクトシティ、まちの賑わいの創出、連
携中枢都市等のまちづくり分野

最終採択日 （令和元.8.2）

3 大分県 日田市 44204 0千円 0千円

2 大分県 中津市 44203 0千円 0千円

1 大分県

2 大分県

5 大分県 竹田市 44208 3,000千円 1,500千円5 大分県 竹田市 44208 3,000千円 1,500千円

4 大分県 佐伯市 442054 大分県 佐伯市 44205 2,400千円 1,200千円

7 大分県 杵築市 44210 0千円 0千円7 大分県 杵築市 44210 0千円 0千円

6 大分県 豊後高田市 44209 9,000千円 4,500千円6 大分県 豊後高田市 44209 9,000千円 4,500千円

9 大分県 豊後大野市 44212 3,000千円 1,500千円9 大分県 豊後大野市 44212 3,000千円 1,500千円

8 大分県 宇佐市 44211 830千円 415千円8 大分県 宇佐市 44211 1,083千円 541千円

11 大分県 国東市 44214 4,000千円 2,000千円11 大分県 国東市 44214 6,000千円 3,000千円

10 大分県 大分市 44201 3,708千円 1,854千円10 大分県 大分市 44201 4,000千円 2,000千円

13 0千円13 0千円

12 大分県 由布市 44213 1,500千円 750千円12 大分県 由布市 44213 3,000千円 1,500千円

15 0千円15 0千円

14 0千円14 0千円

17 0千円17 0千円

16 0千円16 0千円

19 0千円19 0千円

18 0千円18 0千円

21 0千円21 0千円

20 0千円20 0千円

23 0千円23 0千円

22 0千円22 0千円

25 0千円25 0千円

24 0千円24 0千円

27 0千円27 0千円

26 0千円26 0千円

29 0千円29 0千円

28 0千円28 0千円

31 0千円31 0千円

30 0千円30 0千円

33 0千円33 0千円

32 0千円32 0千円

35 0千円35 0千円

34 0千円34 0千円

37 0千円37 0千円

36 0千円36 0千円

39 0千円39 0千円

38 0千円38 0千円

計 101,279千円 50,639千円 計 159,802千円 79,901千円

40 0千円40 0千円

【実施計画作成にあたっての留意事項】

①事業変更様式については、AY-AZ列を

境に左側には最後に交付決定された最新

の記載内容を引用してください。

②右側には今回申請する内容を記載してく

ださい。その際、項目に追加になった部分

だけを記載するのではなく、項目の内容を

始めから終りまで記載したうえで、変更した

部分について、下線を引いて赤文字にして

ください。

③右側と左側で内容の変更が無い場合に

は、各年度の経費内訳のソフト事業経費、

ハード事業経費以外については左側の記

載を省略することが可能です。なお、右側

は必ず記載してください。（右側だけで事業

計画として成立するようにしてください。）



＜C．交付対象事業の概要＞ ＜C．交付対象事業の概要＞

①「ネットワーク・コミュニティ」づくりの推進
　地域で活動する企業、社会福祉法人等の組織や団体を新たな地域の担い手として位置づけ、本来の活動に加えて、買い物代行・食
育活動・高齢者の見守りなど地域の課題解決に向けた多機能化に取り組むことにより、地域を支える仕組み（ネットワーク・コミュニ
ティ）づくりをモデル的に支援し、継続した取組にするために必要な体制整備を図る。
また、ネットワーク・コミュニティを担う地域コミュニティ組織の全県的な広域協議会を設立し、地域コミュニティ組織の自立的な運営の
支援を図ると同時に情報、ノウハウを蓄積する。

（以下、農林業の「稼ぐ力」の強化に向けた取組）

②広域営農システムの構築
　地域の実情を熟知した集落営農法人が核となり、認定農業者や企業参入法人など地域内の複数の担い手から構成され、担い手不
在集落を含むエリアをカバーし、担い手の効率的な営農及び就農支援等、総合的に地域農業をサポートする組織（地域農業経営サ
ポート機構）を育成する。
  ※Ｈ28～29年度に県のモデルとして4市を対象に広域営農システムの構築に取り組み、効果検証を行った結果、中山間比率の高い
本県の農業振興を図る手段として非常に有効であることから、H30以降は県下全域の取組として、県と各市町との広域連携で交付金
を活用し、地域農業経営サポート機構の設立を加速させる。

③直売所の魅力・機能向上
　　簡易なパイプハウスや直売所が行う貸し農園を整備するとともに、地域の魅力・特色のある品目の栽培や加工品開発を戦略的に
推進することにより､直売所への出荷者を増やし、直売所の品揃えを充実させ、売り上げの増加につなげるという好循環を図る。
　また直売所間の連携強化を進め、地域に流通していない産品の相互供給を行う。

④野生鳥獣食肉（ジビエ）等の利活用推進
　第一次加工所の衛生管理強化のための設備導入支援、シカ皮乾燥施設導入支援を行うとともに、常温製品等、新製品の開発導入
を促進する。また、県内外におけるフェアへの参画、HP作成、県内ジビエ取扱店舗及びメニュー一覧パンフレット作成等、県産ジビエ
の販促活動を行う。

⑤乾しいたけ消費拡大の推進
　乾しいたけの、うまみ成分や機能性成分といった特徴を生かした大分乾しいたけの新ブランドの創出や、商品開発、県内外でのイベ
ントの実施、販促資材の作成等により販売力を強化するとともに、商品生産工程の見直しを行う。

⑥６次産業化・農商工連携の推進
　九州・山口の農林水産物を活用した加工食品等の魅力を伝え、広く販路を拡大するため、九州・山口各県との連携により大規模な商
談会を開催するとともに、九州・山口産の原料を使った新商品を、九州内の食品産業や観光産業等との連携により開発・販売する。

⑦農福連携の推進
　障がい者が取り組みやすい農作業を品目別に把握するとともに、障がい者雇用に関する農家等の理解を促進する。

⑧「おおいたの有機」産地づくりの加速化
　有機農業産地を牽引する企業的経営体等の生産力向上（機械・施設等の整備）や海外展開（輸出）を支援するとともに、企業的経営
体が連携した有機野菜の生産・販売体制の構築を進める。また関東圏においてイベントの実施や料理人向け専門雑誌への掲載によ
るＰＲに取り組むとともに、オーガニックサポーターによるＳＮＳを活用した情報発信を行い、県内外での取引・消費拡大に繋げる。

①「ネットワーク・コミュニティ」づくりの推進
　地域で活動する企業、社会福祉法人等の組織や団体を新たな地域の担い手として位置づけ、本来の活動に加えて、買い物代行・食
育活動・高齢者の見守りなど地域の課題解決に向けた多機能化に取り組むことにより、地域を支える仕組み（ネットワーク・コミュニ
ティ）づくりをモデル的に支援し、継続した取組にするために必要な体制整備を図る。
　ネットワーク・コミュニティを担う地域コミュニティ組織の設立を加速するために、住民の合意形成を支援する専門家を派遣するととも
に、既存の地域コミュニティ組織の全県的な広域協議会を設立し、地域コミュニティ組織の自立的な運営の支援を図ると同時に情報、
ノウハウを蓄積する。

（以下、農林業の「稼ぐ力」の強化に向けた取組）

②広域営農システムの構築
　地域の実情を熟知した集落営農法人が核となり、認定農業者や企業参入法人など地域内の複数の担い手から構成され、担い手不
在集落を含むエリアをカバーし、担い手の効率的な営農及び就農支援等、総合的に地域農業をサポートする組織（地域農業経営サ
ポート機構）を育成する。
  ※Ｈ28～29年度に県のモデルとして4市を対象に広域営農システムの構築に取り組み、効果検証を行った結果、中山間比率の高い
本県の農業振興を図る手段として非常に有効であることから、H30以降は県下全域の取組として、県と各市町との広域連携で交付金
を活用し、地域農業経営サポート機構の設立を加速させる。

③直売所の魅力・機能向上
　　簡易なパイプハウスや直売所が行う貸し農園を整備するとともに、地域の魅力・特色のある品目の栽培や加工品開発を戦略的に
推進することにより､直売所への出荷者を増やし、直売所の品揃えを充実させ、売り上げの増加につなげるという好循環を図る。
　また直売所間の連携強化を進め、地域に流通していない産品の相互供給を行う。

④野生鳥獣食肉（ジビエ）等の利活用推進
　第一次加工所の衛生管理強化のための設備導入支援、シカ皮乾燥施設導入支援を行うとともに、常温製品等、新製品の開発導入
を促進する。また、県内外におけるフェアへの参画、HP作成、県内ジビエ取扱店舗及びメニュー一覧パンフレット作成等、県産ジビエ
の販促活動を行う。

⑤乾しいたけ消費拡大の推進
　乾しいたけの、うまみ成分や機能性成分といった特徴を生かした大分乾しいたけの新ブランドの創出や、県内外でのイベントの実施
等によるPRの強化、新商品製造施設の導入支援を行なう。また、品種別の新ブランド確立のための調査等を行なう。

⑥６次産業化・農商工連携の推進
　九州・山口の農林水産物を活用した加工食品等の魅力を伝え、広く販路を拡大するため、九州・山口各県との連携により大規模な商
談会を開催するとともに、九州・山口産の原料を使った新商品を、九州内の食品産業や観光産業等との連携により開発・販売する。ま
た、都市圏のニーズに対応した商品開発を行うため消費者を対象としたテストマーケティング等販路獲得のための取組を実施し、経営
の安定化を図る。

⑦農福連携の推進
　障がい者が取り組みやすい農作業を品目別に把握するとともに、障がい者雇用に関する農家等の理解を促進する。

⑧「おおいたの有機」産地づくりの加速化
　有機農業産地を牽引する企業的経営体等の生産力向上（機械・施設等の整備）や海外展開（輸出）を支援するとともに、企業的経営
体が連携した有機野菜の生産・販売体制の構築を進める。また関東圏においてイベントの実施や料理人向け専門雑誌への掲載によ
るＰＲに取り組むとともに、オーガニックサポーターによるＳＮＳを活用した情報発信を行い、県内外での取引・消費拡大に繋げる。

＜A．地方創生として目指す将来像（交付対象事業の背景）＞ ＜A．地方創生として目指す将来像（交付対象事業の背景）＞

  本県においても、少子高齢化は待ったなしで進行しており、県内の全集落に占める小規模集落（高齢化率50%以上の集落）の割合
は、現在(平成24年）の16.5％から、平成37年には37.3％を占めると推定されている。
　このような状況に鑑み、本県では他に先駆けて、いち早く小規模集落対策に取り組んできたが、27年度からは地方創生交付金（先行
型）を活用してさらにその取組を深化させ、各集落をネットワークでつなぐことで、機能を補完し合い、全体として力強いコミュニティを形
成する「ネットワーク・コミュニティ」の構築を推進している。
　その結果、総合型地域スポーツクラブが運営するレストランでの地産地消や、社会福祉法人による農産物の中心市街地での販売
等、従来の縦割り施策や地域の垣根を越えた取組が県内各地で着実に広がってきた。
　こうした動きを一層後押しするとともに、さらに従業者特化係数が全国10位と高く、県内各地での仕事づくりが期待できる農林業の
「稼ぐ力」を最大限活かし、地域活性化に繋げる観点から、農業サポート組織の育成や、買い物や住民交流等のコミュニティ拠点となり
うる農林水産物直売所の魅力・機能向上、集落の鳥獣被害の減少にもつながる狩猟肉（ジビエ）の販売拡大、本県が質・量ともに日本
一を誇る乾しいたけの販売拡大、県産農林水産物を活用した６次産業化や農商工連携商品の販売拡大、農福連携による就労の場の
拡大及び産地化による儲かる有機農業の実現を進めていく。
　このような地域コミュニティにおける様々な機能のネットワーク強化により、域外からの外貨獲得、域内の経済循環向上を図り、住み
慣れた地域に住み続けたいという地域住民の思いに応えていく。

＜B．地方創生の実現における構造的な課題＞ ＜B．地方創生の実現における構造的な課題＞

・地理的条件が厳しい地域において、少子高齢化により地域活動を支える担い手が不足し、単独の集落では生活環境の維持が厳しく
なっている。
・全国トップクラスの集落営農法人数を誇るが、集落営農組織や認定農業者等の担い手がいない農業集落が６割を占めている。
・経営規模が小さく、収入額が少ない集落営農法人が多く、点（集落）から面（地域）へ活動を広げる法人が少ない。
・地域の営農活動や地産地消を支えるとともに、買い物や住民交流の場でもある直売所の経営基盤が弱い。
・有害鳥獣被害は約2.7億円と、就農者の生産意欲の低減、地域の活力低下を招いている。
・県内大手事業者が、ジビエ専用の加工センターを平成28年5月に操業開始し、既に販売ルートも確保しているが、その手前のイノシ
シ、シカ等を解体処理する一次加工所（26施設）の大半の設備が貧弱で衛生基準をクリアできず、供給量が需要に追いついていない。
・県外からシカ皮（剣道の防具、財布等に加工）の大量集荷の引き合いがあるが、高品質のシカ皮を安定出荷する体制が構築されて
いない。
・これまで直売所やジビエに対する十分な支援制度がなく、販路があるにもかかわらず基盤整備が遅れている。
・乾しいたけは質・量ともに全国一位を誇るものの、生産量の減少や約7割を占める家庭消費量の低迷により、産業全体の活力が低下
している。
・６次産業化等で開発された質の高い加工食品を有するものの、首都圏や関西圏等のマーケットに対応した商品改良や販路の開拓が
遅れている。
・農業分野では労働力不足が、福祉分野では障がい者の就労促進・工賃向上が課題となっている。
・若者が関心を示す有機農業は、労働集約的なうえ、収量や品質が不安定で、かつ家族経営では消費者等への直接販売が多く、所
得が少ない傾向にある。また生産組織がないため個々による技術や販路開拓の課題解決には限界がある。このため生産者間で課題
解決に取り組む組織体制の構築や各種課題解決のための支援が必要となっている。

②交付対象事業の背景・概
要（各項目について簡潔に
記載）

②交付対象事業の背景・概
要（各項目について簡潔に
記載）



①「ネットワーク・コミュニティ」づくりの推進
　地域で活動する企業、社会福祉法人等の組織や団体を新たな地域の担い手として位置づけ、本来の活動に加えて、買い物代行・食
育活動・高齢者の見守りなど地域の課題解決に向けた多機能化に取り組むことにより、地域を支える仕組み（ネットワーク・コミュニ
ティ）づくりをモデル的に支援し、継続した取組にするために必要な体制整備を図る。
また、ネットワーク・コミュニティを担う地域コミュニティ組織の全県的な広域協議会を設立し、地域コミュニティ組織の自立的な運営の
支援を図ると同時に情報、ノウハウを蓄積する。

（以下、農林業の「稼ぐ力」の強化に向けた取組）

②広域営農システムの構築
　地域の実情を熟知した集落営農法人が核となり、認定農業者や企業参入法人など地域内の複数の担い手から構成され、担い手不
在集落を含むエリアをカバーし、担い手の効率的な営農及び就農支援等、総合的に地域農業をサポートする組織（地域農業経営サ
ポート機構）を育成する。
  ※Ｈ28～29年度に県のモデルとして4市を対象に広域営農システムの構築に取り組み、効果検証を行った結果、中山間比率の高い
本県の農業振興を図る手段として非常に有効であることから、H30以降は県下全域の取組として、県と各市町との広域連携で交付金
を活用し、地域農業経営サポート機構の設立を加速させる。

③直売所の魅力・機能向上
　　簡易なパイプハウスや直売所が行う貸し農園を整備するとともに、地域の魅力・特色のある品目の栽培や加工品開発を戦略的に
推進することにより､直売所への出荷者を増やし、直売所の品揃えを充実させ、売り上げの増加につなげるという好循環を図る。
　また直売所間の連携強化を進め、地域に流通していない産品の相互供給を行う。

④野生鳥獣食肉（ジビエ）等の利活用推進
　第一次加工所の衛生管理強化のための設備導入支援、シカ皮乾燥施設導入支援を行うとともに、常温製品等、新製品の開発導入
を促進する。また、県内外におけるフェアへの参画、HP作成、県内ジビエ取扱店舗及びメニュー一覧パンフレット作成等、県産ジビエ
の販促活動を行う。

⑤乾しいたけ消費拡大の推進
　乾しいたけの、うまみ成分や機能性成分といった特徴を生かした大分乾しいたけの新ブランドの創出や、商品開発、県内外でのイベ
ントの実施、販促資材の作成等により販売力を強化するとともに、商品生産工程の見直しを行う。

⑥６次産業化・農商工連携の推進
　九州・山口の農林水産物を活用した加工食品等の魅力を伝え、広く販路を拡大するため、九州・山口各県との連携により大規模な商
談会を開催するとともに、九州・山口産の原料を使った新商品を、九州内の食品産業や観光産業等との連携により開発・販売する。

⑦農福連携の推進
　障がい者が取り組みやすい農作業を品目別に把握するとともに、障がい者雇用に関する農家等の理解を促進する。

⑧「おおいたの有機」産地づくりの加速化
　有機農業産地を牽引する企業的経営体等の生産力向上（機械・施設等の整備）や海外展開（輸出）を支援するとともに、企業的経営
体が連携した有機野菜の生産・販売体制の構築を進める。また関東圏においてイベントの実施や料理人向け専門雑誌への掲載によ
るＰＲに取り組むとともに、オーガニックサポーターによるＳＮＳを活用した情報発信を行い、県内外での取引・消費拡大に繋げる。

①「ネットワーク・コミュニティ」づくりの推進
　地域で活動する企業、社会福祉法人等の組織や団体を新たな地域の担い手として位置づけ、本来の活動に加えて、買い物代行・食
育活動・高齢者の見守りなど地域の課題解決に向けた多機能化に取り組むことにより、地域を支える仕組み（ネットワーク・コミュニ
ティ）づくりをモデル的に支援し、継続した取組にするために必要な体制整備を図る。
　ネットワーク・コミュニティを担う地域コミュニティ組織の設立を加速するために、住民の合意形成を支援する専門家を派遣するととも
に、既存の地域コミュニティ組織の全県的な広域協議会を設立し、地域コミュニティ組織の自立的な運営の支援を図ると同時に情報、
ノウハウを蓄積する。

（以下、農林業の「稼ぐ力」の強化に向けた取組）

②広域営農システムの構築
　地域の実情を熟知した集落営農法人が核となり、認定農業者や企業参入法人など地域内の複数の担い手から構成され、担い手不
在集落を含むエリアをカバーし、担い手の効率的な営農及び就農支援等、総合的に地域農業をサポートする組織（地域農業経営サ
ポート機構）を育成する。
  ※Ｈ28～29年度に県のモデルとして4市を対象に広域営農システムの構築に取り組み、効果検証を行った結果、中山間比率の高い
本県の農業振興を図る手段として非常に有効であることから、H30以降は県下全域の取組として、県と各市町との広域連携で交付金
を活用し、地域農業経営サポート機構の設立を加速させる。

③直売所の魅力・機能向上
　　簡易なパイプハウスや直売所が行う貸し農園を整備するとともに、地域の魅力・特色のある品目の栽培や加工品開発を戦略的に
推進することにより､直売所への出荷者を増やし、直売所の品揃えを充実させ、売り上げの増加につなげるという好循環を図る。
　また直売所間の連携強化を進め、地域に流通していない産品の相互供給を行う。

④野生鳥獣食肉（ジビエ）等の利活用推進
　第一次加工所の衛生管理強化のための設備導入支援、シカ皮乾燥施設導入支援を行うとともに、常温製品等、新製品の開発導入
を促進する。また、県内外におけるフェアへの参画、HP作成、県内ジビエ取扱店舗及びメニュー一覧パンフレット作成等、県産ジビエ
の販促活動を行う。

⑤乾しいたけ消費拡大の推進
　乾しいたけの、うまみ成分や機能性成分といった特徴を生かした大分乾しいたけの新ブランドの創出や、県内外でのイベントの実施
等によるPRの強化、新商品製造施設の導入支援を行なう。また、品種別の新ブランド確立のための調査等を行なう。

⑥６次産業化・農商工連携の推進
　九州・山口の農林水産物を活用した加工食品等の魅力を伝え、広く販路を拡大するため、九州・山口各県との連携により大規模な商
談会を開催するとともに、九州・山口産の原料を使った新商品を、九州内の食品産業や観光産業等との連携により開発・販売する。ま
た、都市圏のニーズに対応した商品開発を行うため消費者を対象としたテストマーケティング等販路獲得のための取組を実施し、経営
の安定化を図る。

⑦農福連携の推進
　障がい者が取り組みやすい農作業を品目別に把握するとともに、障がい者雇用に関する農家等の理解を促進する。

⑧「おおいたの有機」産地づくりの加速化
　有機農業産地を牽引する企業的経営体等の生産力向上（機械・施設等の整備）や海外展開（輸出）を支援するとともに、企業的経営
体が連携した有機野菜の生産・販売体制の構築を進める。また関東圏においてイベントの実施や料理人向け専門雑誌への掲載によ
るＰＲに取り組むとともに、オーガニックサポーターによるＳＮＳを活用した情報発信を行い、県内外での取引・消費拡大に繋げる。

＜D．交付対象事業が構造的な問題の解決に寄与する理由＞ ＜D．交付対象事業が構造的な問題の解決に寄与する理由＞

・地域で活動する組織・団体等が各集落をネットワークでつなぎ、生活機能等を相互に補い合うことで、全体としてひとつの力強いコ
ミュニティ形成が図られるため。また、広域協議会を設置し支援することで、地域コミュニティ組織の自立的運営が確立され地域課題解
決に向けた取組の継続が図られるため。
・広域営農システムの構築により、効率的な営農及び担い手不在集落の対応や就農支援等、総合的に地域農業をサポートでき、コ
ミュニティ強化に寄与するため。
・直売所の魅力向上により、所得向上だけでなく、出荷者の増による生きがい創出、地域住民、消費者との交流が深まり、地域コミュニ
ティの維持・発展に寄与するため。
・県産ジビエの認知度を高め、地域資源である狩猟肉等の流通量が増加し、収入源につながるだけでなく、狩猟担い手確保効果も期
待されるため。
・県産ジビエを直売所で販売することにより、地域資源を活かした域外の資金獲得及び域内経済循環効果が期待できるため。
・九州・山口各県が一体となって新たな市場開拓に取り組むことにより、加工品や原料となる農林水産物の認知度を高め、商品の高付
加価値化に寄与し、将来的な海外への輸出等さらなる商圏の拡大が期待されるため。
・農業が盛んな農村部では作業が集中する時期は、構造的に労働力不足となっている。そこで、近隣の福祉事業所と連携を図り障が
い者の雇用より労働力不足の解消を図るため。

・地域で活動する組織・団体等が各集落をネットワークでつなぎ、生活機能等を相互に補い合うことで、全体としてひとつの力強いコ
ミュニティ形成が図られるため。また、広域協議会を設置し支援することで、地域コミュニティ組織の自立的運営が確立され地域課題解
決に向けた取組の継続が図られるため。
・広域営農システムの構築により、効率的な営農及び担い手不在集落の対応や就農支援等、総合的に地域農業をサポートでき、コ
ミュニティ強化に寄与するため。
・直売所の魅力向上により、所得向上だけでなく、出荷者の増による生きがい創出、地域住民、消費者との交流が深まり、地域コミュニ
ティの維持・発展に寄与するため。
・県産ジビエの認知度を高め、地域資源である狩猟肉等の流通量が増加し、収入源につながるだけでなく、狩猟担い手確保効果も期
待されるため。
・県産ジビエを直売所で販売することにより、地域資源を活かした域外の資金獲得及び域内経済循環効果が期待できるため。
・九州・山口各県が一体となって新たな市場開拓に取り組むことにより、加工品や原料となる農林水産物の認知度を高め、商品の高付
加価値化に寄与し、将来的な海外への輸出等さらなる商圏の拡大が期待されるため。また、大消費地である都市部のマーケットニー
ズに沿った取組を推進することにより、事業者の収益の増大に加え、加工品の流通を通じた県産品の知名度向上にも寄与することが
期待されるため。
・農業が盛んな農村部では作業が集中する時期は、構造的に労働力不足となっている。そこで、近隣の福祉事業所と連携を図り障が
い者の雇用より労働力不足の解消を図るため。

②交付対象事業の背景・概
要（各項目について簡潔に
記載）

＜E．ハード事業（施設整備等事業）とソフト事業との連携による高い相乗効果＞＜E．ハード事業（施設整備等事業）とソフト事業との連携による高い相乗効果＞

②交付対象事業の背景・概
要（各項目について簡潔に
記載）



③関連事業の概要 ③関連事業の概要

＜交付対象事業の前身事業に先行型交付金（タイプⅠ）を活用した場合、以下に記載＞ ＜交付対象事業の前身事業に先行型交付金（タイプⅠ）を活用した場合、以下に記載＞

＜交付対象事業の前身事業に地方創生加速化交付金を活用した場合、以下に記載＞ ＜交付対象事業の前身事業に地方創生加速化交付金を活用した場合、以下に記載＞

＜本事業により過去に実施した推進交付金事業の深化・高度化を図る場合、その前身事業を以下に記載＞ ＜本事業により過去に実施した推進交付金事業の深化・高度化を図る場合、その前身事業を以下に記載＞

＜交付対象事業の前身事業に地方創生拠点整備交付金を活用した場合、以下に記載＞ ＜交付対象事業が地方創生拠点整備交付金と関連性がある場合、以下に記載＞

＜交付対象事業とは別に行う関連事業がある場合、以下に記載＞ ＜交付対象事業とは別に行う関連事業がある場合、以下に記載＞

交付対象事業の
深化・展開にあ
たってのポイント

交付対象事業の
深化・展開にあ
たってのポイント

事業概要 事業概要
地域で活動する組織や団体の多機能化や集落内の交通ネットワーク構築など、それぞれの集落の特徴を活かしたネットワーク・コミュニティづく
りを支援することで、集落の維持・活性化を図る。

交付対象事業の
深化・展開にあ
たってのポイント

交付対象事業の
深化・展開にあ
たってのポイント

県が市町村と連携しつつ直接地域支援を行う全国的にも先駆的な取組であるが、事業を進める中でコミュニティ内での仕事づくりが大きな課題
として浮かび上がってきた。
そこで広域営農システムの構築、直売所の機能強化、県産ジビエの利活用、６次産業化・農商工連携の推進等、農林業の「稼ぐ力」を高めること
で県内各地での仕事づくりを図るよう、取組を深化させるもの。

事業名 交付額 事業名 ネットワーク・コミュニティ構築事業（くらしの和づくり応援事業） 交付額 18,696千円

事業概要 事業概要

事業名 交付額 事業名 交付額

事業名

事業開始年
度

事業タイプ

総交付額

予算額 7,512千円

事業名 交付額 事業名

交付対象事業の
深化・高度化にあ
たってのポイント

交付対象事業の
深化・高度化にあ
たってのポイント

事業概要

事業効果の検証・
分析結果

事業概要

事業効果の検証・
分析結果

総交付額
事業名

事業開始年
度

事業タイプ

交付額

事業概要 事業概要
有機農産物の生産、流通及び消費拡大を図るため、先進的有機農業者を核としたグループ化の促進、県内量販店や旅館・飲食店等での取扱
いの拡大支援及び県内消費者に対する有機農産物のＰＲに取り組む。また新規就農者等を養成するための講座等を開催する。

事業名 予算額 事業名 有機農産物生産流通拡大推進事業

事業概要 事業概要

交付対象事業の
深化・展開にあ
たってのポイント

交付対象事業の
深化・展開にあ
たってのポイント

交付対象事業との
関連性

交付対象事業との
関連性

　本事業は県内での有機農業の推進に着眼した事業であり、交付金対象事業は、県外、あるいは国外に着眼をおいた事業となっており、これら
両事業に取り組むことで、本県における有機農業の産地化に繋がる。



④交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）、経費内訳、費用対効果分析等 ④交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）、経費内訳、費用対効果分析等

（大分県）
第２期まち・ひと・しごと大分県総合戦略（P.15）
＜基本目標＞
Ⅲ 基盤を整え、地域を活性化する
＜数値目標＞
１ 人口減少の中で、住み慣れた地域に住み続けたいと
いう住民の思いを叶える地域づくり
（３）ネットワーク・コミュニティの構築

重要業績評価指標（ＫＰＩ）
・ネットワーク･コミュニティ構成集落数（累計）
［県内集落数(4,250)に対する割合］
令和6年度目標2,125集落[50％] 【平成30年度実績
1,498集落[35.2％]】

　当該事業は、ネットワーク・コミュニティの構築を推進するとともに、「直売所」、「狩猟肉」に着目し、域内の仕事づくりや域内循環を
高めることを目的としている。直売所の魅力向上を図る指標としては、直売所の付加価値創出額が適当であると考える。また、県産
ジビエの振興は、鳥獣被害額の減少に寄与するものである。
　人口減少社会の中では、単独では機能維持が難しい集落が出てくる懸念があるため、集落のネットワーク化を進めることが重要
であり、アウトカム指標ではないが、ネットワーク化の希望を叶えた集落数を指標とする。同じく農福連携についてもアウトカム指標
ではないが、福祉事業所の農業分野における施設外就労の延べ件数を指標とする。

設定したＫＰＩが複数年に
わたって費用対効果を計
測するのに適している理
由
（ＫＰＩ指標の変更を行う
場合にはその理由も記
載）

単位 集落

単位 千円

単位

事業の一部もしくは全てにおいて、「地方創生拠点整備交付金」と重複した申請の有無 無

日本版DMO関連事業である場合、観光庁が創設した「日本版DMO登録制度」への登録もしくは登録予定の有無 日本版DMO関連事業である場合、観光庁が創設した「日本版DMO登録制度」への登録もしくは登録予定の有無 無

千円

事業の一部もしくは全てにおいて、「訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業」、「広域周遊観光促進のための観光地域支援事業」、「東北地
方へのインバウンド推進による観光復興事業」、「福島県における観光関連復興支援事業」等の補助対象となる事業の有無

無

事業の一部もしくは全てにおいて、他の国庫補助金（「離島活性化交付金」、「社会資本整備総合交付金」等）の対象となる事業の有無 無

無

単位

＜交付対象事業実施期間全体＞ ＜交付対象事業実施期間全体＞

ＫＰＩ①
（アウトカムベースで、複数年
度を通じて評価指標としてふ

さわしいもの）

ＫＰＩ①
（アウトカムベースで、複数年
度を通じて評価指標としてふ

さわしいもの）

事業の一部もしくは全てにおいて、「地方創生拠点整備交付金」と重複した申請の有無

単位

単位

ネットワーク化の希望を叶えた集落数（集落）

直売所の付加価値創出額（千円）　※直売所付加価値額=売上額×販売手数料率×県産農林水産物
割合

鳥獣被害金額（千円）※被害額減少が目標であるため、単年度の目標はマイナス標記

事業の一部もしくは全てにおいて、 国または独立行政法人の補助金の給付を既に受けている、若しくは、受けることが確定している事業の有無 事業の一部もしくは全てにおいて、 国または独立行政法人の補助金の給付を既に受けている、若しくは、受けることが確定している事業の有無

ＫＰＩ② ＫＰＩ②

地方版総合戦略の策定状況

次期地方版総合戦略を策定済

事業の一部もしくは全てにおいて、類似の地域少子化対策事業について、「少子化対策重点推進交付金」と重複した申請の有無 事業の一部もしくは全てにおいて、類似の地域少子化対策事業について、「少子化対策重点推進交付金」と重複した申請の有無 無

ＫＰＩ③ ＫＰＩ③

鳥獣被害金額（千円）※KPI差額は減少分 単位

単位 件

地方版総合戦略におけ
る基本目標と数値目標

＜基本目標＞
地域を守り、地域を活性化する
＜数値目標＞
ネットワーク化の希望を叶えた集落数：1,500集落（H31年度）

ＫＰＩ④ ＫＰＩ④

現行の地方版総合戦略を延長済

次期地方版総合戦略を交付決定ま
でに策定予定

・大分県、大分市、中津市、日田市、
佐伯市、竹田市、豊後高田市、杵築
市、宇佐市、由布市、国東市

現行の地方版総合戦略を延長予定 ・豊後大野市

次期地方版総合
戦略の策定時期

2020年3月31日（大分県、大分市、中津市、日田市、佐
伯市、竹田市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、由布市、
国東市）

現行の地方版総
合戦略の延長期
間

・豊後大野市　2021年3月31日

次期地方版総合
戦略における基
本目標と数値目
標

現行の地方版総
合戦略における
基本目標と数値
目標

福祉事業所の施設外就労（農業）延べ件数

設定したＫＰＩが複数年に
わたって費用対効果を計
測するのに適している理
由
（ＫＰＩ指標の変更を行う
場合にはその理由も記
載）



（大分県）
第２期まち・ひと・しごと大分県総合戦略（P.15）
＜基本目標＞
Ⅲ 基盤を整え、地域を活性化する
＜数値目標＞
１ 人口減少の中で、住み慣れた地域に住み続けたいと
いう住民の思いを叶える地域づくり
（３）ネットワーク・コミュニティの構築

重要業績評価指標（ＫＰＩ）
・ネットワーク･コミュニティ構成集落数（累計）
［県内集落数(4,250)に対する割合］
令和6年度目標2,125集落[50％] 【平成30年度実績
1,498集落[35.2％]】

次期地方版総合
戦略における基
本目標と数値目
標

現行の地方版総
合戦略における
基本目標と数値
目標



"地域再生法第５条第４項第６号に規定する事業
（地域再生エリアマネジメント負担金制度）を促進
する事業"の該当の有無

経済波及効果
（設備投資等の支援を
行う場合には記載する
こと）

文化財保護法第１８３条の３第５項の認定を受け
た文化財保存活用地域計画の名称

企業版ふるさと納税と併用する場合の寄附見込
額

2016年度
（１年目）

2017年度
（２年目）

2018年度
（３年目）

2019年度
（４年目）

2020年度
（５年目）

合計

0千円 0千円

地域未来投資促進法による同意を受けた基本計
画の名称

地域未来投資促進法に基づく取組との連携の有
無

"地域再生法第５条第４項第６号に規定する事業
（地域再生エリアマネジメント負担金制度）を促進
する事業"の該当の有無

無

企業版ふるさと納税と併用する事業の有無

0千円

無

文化財保護法に基づく取組との連携の有無文化財保護法に基づく取組との連携の有無

無

企業版ふるさと納税と併用する事業の有無

200万円以上

地域未来投資促進法による同意を受けた基本計
画の名称

基本計画に適合するとして承認された地域経済
牽引事業の計画有無

地方活力向上地域等特定業務施設整備計画認
定要件に加えて、要件を満たす理由

0千円 0千円

交付対象事業費の１割以上 ×

無

×

地域未来投資促進法に基づく取組との連携の有
無

企業版ふるさと納税による寄付見込額
企業版ふるさと納税による寄付見込額が２００万
円以上又は総事業費の１割以上の事業

× 0.00

0千円

"地域再生法第５条第４項第７号に規定する事業
（商店街活性化促進事業）を促進する事業"の該
当の有無

経済波及効果
（設備投資等の支援を
行う場合には記載する
こと）

"地域再生法第５条第４項第７号に規定する事業
（商店街活性化促進事業）を促進する事業"の該
当の有無

基本計画に適合するとして承認された地域経済
牽引事業計画の有無

無

文化財保護法第１８３条の３第５項の認定を受け
た文化財保存活用地域計画の名称

企業版ふるさと納税の地域再生計画の名称

無

地方拠点強化税制に基づく取組との連携の有無 無

認定を受けた地方活力向上地域等特定業務施
設整備計画の名称



20,000.00 50,000.00

10,000.00

32,000.00 187,000.00
ＫＰＩ①【①】

実績
※見込みは下線

40,000.00 30,000.00 -40,000.00 -35,000.00

-10,000.00 -10,000.00 -10,000.00 -60,000.00

ＫＰＩ②【②】
実績

※見込みは下線

ＫＰＩ①【①】

10,000.00 10,000.00 ＫＰＩ②【②】 270,000.00 -20,000.00 -10,000.00

97,000.00 9,000.00 32,000.00 50,000.00 214,000.00

-3,000.00 -10,000.00

事業開始前
（現時点）

2016年度増加分
（１年目）

2017年度増加分
（２年目）

2018年度増加分
（３年目）

2019年度増加分
（４年目）

10,000.00

10,000.00 60,000.00

32,000.002,150,000.00

103,000.00

423.00 300.00

50.00 1,250.00

20,000.00

300.00 300.00 300.00

10,000.00 90,000.00
ＫＰＩ②【②】

実績
※見込みは下線

80,000.00 32,000.00

合計

18,945千円 0千円

2020年度増加分
（５年目）

ＫＰＩ①【①】 2,150,000.00 20,000.00 50,000.00 80,000.00 32,000.00 50,000.00 232,000.00

1,008.00
ＫＰＩ③【③】

実績
※見込みは下線

235.00

ＫＰＩ増加分の
累計

ＫＰＩ②【②】 270,000.00 20,000.00

0.00 0.07

40,461千円

0.10

4.00

32,000.00

214,000.00

4.00 12.00ＫＰＩ④【④】 34.00 4.00 4.00

50.00

5.46千円 3.16千円

交付対象事業における
ハード事業比率【⑥/⑤】

0.22 0.12

ＫＰＩ③【③】 302.00

542,844千円

2016年度
（１年目）

2017年度
（２年目）

○KPI①：直売所の付加価値創出額
・H29の県全体の創出額増加目標は達成したが、県内直売所238ヶ所のうちH28からH29にかけて約5割の直売所は販売額が減少し
ている。また、H29の九州北部豪雨等の影響でH30の補助事業活用が少なく、平成30年度までの3カ年で当該補助事業を活用出来
た店舗は約３０直売所にとどまっているなど、直売所の品揃えやレイアウト等魅力を向上させる取り組み等が不十分であるため、こ
れらの取り組みを優先・継続する。
・また、情報発信・PRに関してH30の直売所グランプリとその受賞店を巡るスタンプラリーを開催したが、H31は県内を網羅した直売
所チラシを作成して県内直売所全体を一体的にPRし、県全域の販売額向上につなげ、KPI目標達成につなげる。
・「安心おおいた直売所」認証直売所数は県内直売所の41％にとどまっており、消費者に安全安心な農産物の提供する直売所の自
主的管理体制の確立と消費者へのPRには、更なる推進が必要であるため、取り組みを継続する。
・有機農業で生産される農産物は直売所の品揃えの一つになっており、生産者にとっては地産地消の観点から直売所は重要な出
荷先となっている。一方、地産地消のみの個別取引や直売所等での販売では経営確立が困難である。このため県全体で有機農業
の産地化による儲かる有機農業のしくみを構築する取り組みを行い、生産者の所得向上につなげ、ひいては県内外へ有機農業の
魅力を情報発信し、直売所に農産物を求める消費者にとって魅力ある商品として価値を高め、ＫＰＩ目標達成に繋げる。

2016年度
（１年目）

2017年度
（２年目）

2018年度
（３年目）

2019年度
（４年目）

2020年度
（５年目）

0.00 0.11

交付対象事業における
ハード事業経費【⑥】

12,058千円 9,458千円 0千円

300.00

事業の見直し内容の考
え方

KPI未達成であった場
合、その理由

KPIの実績を踏まえた事
業の見直し内容

4.00 5.00

2017年度のKPI③について、ネットワーク化の希望を叶えた集落数が未達成となった。要因としては、事業実施予定箇所であった津
久見市の災害、九重町の前年度の災害の影響により実施が見送られたことがあげられる。
集落のネットワーク化に向けて、市町村により取組のばらつきがあり、地域に研修会を実施し、ネットワーク化に向けての理解を深
めた。
2018年度のKPI④について、当該年度より共同受注事務局を会員制にしたことから、従来農作業を請け負っていた福祉施設の中
で、非会員の施設に対して発注することが出来ず、数が減ったと考えられる。
新規の事業所は増加しているため、会員数の増加に向けて引き続き取組を続けていくこととしている。

交付対象事業における単
位当たりコスト【⑤/①】

2.74千円 1.53千円 1.69千円 5.46千円 3.20千円 2.59千円

交付対象事業経費【⑤】
※３年目以降の交付額が担保さ

れるわけではありません。
54,770千円 76,466千円 135,596千円 174,733千円 601,367千円

ＫＰＩ④【④】
実績

※見込みは下線
-3.00 4.00

交付対象事業経費【⑤】 54,770千円 76,466千円 135,596千円 174,733千円 101,279千円 159,802千円

2.54千円
交付対象事業における単
位当たりコスト【⑤/①】

2.74千円 1.53千円 1.69千円

交付対象事業経費の増減
率【新/旧】

有識者審査対象

交付対象事業経費の増減
率【新/旧】

1.00 1.00 1.00 1.00 1.58 1.11

300.00

事業開始前
（現時点）

2016年度増加分
（１年目）

2017年度増加分
（２年目）

300.00 205.00 1,700.00

205.00

交付対象事業における
ハード事業経費【⑥】

12,058千円 9,458千円 0千円

2018年度増加分
（３年目）

2019年度増加分
（４年目）

2020年度増加分
（５年目）

ＫＰＩ増加分の
累計

-10,000.00 -98,000.00

ＫＰＩ③【③】 302.00 300.00 300.00 300.00 1,405.00

ＫＰＩ③【③】
実績

※見込みは下線
306.00 235.00 654.00

KPI未達成であった場
合、その理由

2017年度のKPI③について、ネットワーク化の希望を叶えた集落数が未達成となった。要因としては、事業実施予定箇所であった津
久見市の災害、九重町の前年度の災害の影響により実施が見送られたことがあげられる。
集落のネットワーク化に向けて、市町村により取組のばらつきがあり、地域に研修会を実施し、ネットワーク化に向けての理解を深
めた。
・2018年度のKPI①について,出荷者の減少、主要道路状況の変化や観光客の減少、暖冬による野菜価格の低迷等により、H29と比
較して販売額が減少している直売所が多かったため、H30の県全体の創出額増加目標達成が出来なかった

KPIの実績を踏まえた事
業の見直し内容

○KPI①：直売所の付加価値創出額
・広域営農システムの構築では、新たな広域的な営農システムのモデルとして集落営農連合法人の設立を推進する。
・直売所の魅力・機能向上については、目標達成に向けて、事業期間を延長し推進を図る。
・6次産業化・農商工連携については、新たに魅力ある商品の開発に向けた事業を行う。
○KPI③：ネットワーク化の希望を叶えた集落数
・上方修正した目標を達成するために事業期間を延長するとともに、地域コミュニティ組織の設立・運営支援のノウハウを有する中
間支援組織による専門家派遣やガイドブック作成を通じて、組織設立の加速化と設立後の安定運営の支援を強化する。

4.00 4.00

事業の見直し内容の考
え方

○KPI①：直売所の付加価値創出額
・直売所販売額調査結果や前年度の事業の取り組み状況等を説明する中で、直売所関係者を含む関係機関等から、直売所の付
加価値額の向上のためには、現行事業メニューの継続、情報発信等に関する新たな取り組み等が必要等の意見があり、それを踏
まえてＲ２年度の事業を検討。
・H30年度創出額減少の要因は、出荷者の減少、主要道路状況の変化や観光客の減少等であり、九州北部豪雨のあったH29と比
較して販売額が減少している直売所も多い。令和元まで当該補助事業を活用出来た店舗は約35箇所にとどまっているなど、直売所
の品揃えやレイアウト等魅力を向上させる取り組み等が不十分であるため、これらの取り組みを優先・継続する。また、直売所の情
報発信・PRに対して助成を行い、県全域の販売額向上につなげ、KPI目標達成につなげる。
・地域農業経営サポート機構と併せて、集落営農法人を核とした連合法人の設立を進めることで、直売所等を含めた地域の稼ぐ力
の向上を支える安定的な農業基盤を構築する。
・「安心おおいた直売所」認証直売所数は県内直売所の41％にとどまっており、消費者に安全安心な農産物の提供する直売所の自
主的管理体制の確立と消費者へのPRには、更なる推進が必要であるため、取り組みを継続する。
・「九州・山口農商工連携・6次産業化推進協議会」で得られたネットワークやノウハウを県内事業者に波及させることで、魅力ある商
品づくりを加速させ、直売所の魅力向上を後押しする。
○KPI③：ネットワーク化の希望を叶えた集落数
・県の長期計画の見直しの際、同KPIについて第三者から、「団塊の世代の高齢化が進む中、ネットワーク・コミュニティの取組を進
めるのは最後のチャンス、目標設定を上げて取組むべき。また、その際に組織のないところへの組織化支援の強化などが重要。」
などの意見があったため、目標を上方修正して事業を継続するとともに、一部内容を変更し、より効果的な事業実施を図る。

ＫＰＩ①【①】
実績

※見込みは下線
26,000.00

12.00

ＫＰＩ④【④】
実績

※見込みは下線
5.00 4.00 4.00 13.00

ＫＰＩ④【④】 34.00

2018年度
（３年目）

交付対象事業における
ハード事業比率【⑥/⑤】

0.22

18,945千円 22,343千円 62,804千円

2019年度
（４年目）

2020年度
（５年目）

合計

0.12 0.00 0.11 0.14

有識者審査対象 － － － － 〇



交付対象事業における
単位当たりコスト【②/①】

2.74千円

記　載　不　要

交付対象事業における
ソフト事業経費

42,712千円
交付対象事業における

ハード事業経費
12,058千円

交付対象事業経費【②】 54,770千円

　　　年　　　月

経費内訳変更の理由

　　　年　　　月 20,000.00

事業開始時期 事業終了時期 ＫＰＩ①

交付対象事業における
単位当たりコスト【②/①】

2.74千円

事業終了時点のＫＰＩ増加分【①】

ハード事業経費の必要性（ソフト事業との関係性、KPI向
上に資する理由等を具体的に記載）

経費内訳：2016年度（１年目）

全事業期間における本
年の位置づけ

交付対象事業におけるソフト事業経費内訳 交付対象事業におけるハード事業経費内訳

交付対象事業経費 54,770千円

交付対象事業における
ソフト事業経費

42,712千円
交付対象事業における

ハード事業経費

全事業期間における本
年の位置づけ

・集落のネットワーク化を推進する。
・広域的に営農をサポートする機構の設立・運営を支援する。
・直売所の魅力向上のため、簡易パイプハウスの普及や、直売所の連合体の形成に向けた準備を行う。
・県産ジビエの普及のため、一次加工所の機能強化、シカ皮の利用促進等を行う。

12,058千円

交付対象事業におけるソフト事業経費内訳 交付対象事業におけるハード事業経費内訳

【「ネットワーク・コミュニティ」づくりの推進】　24,000千円
・地域で活動している企業、社会福祉法人等の組織や団体を新たな地域の担い手として位置づけ、本来
の活動に加えて、買い物代行や高齢者の見守りなど地域の課題解決に取り組む「多機能化」を促進する
ことで、集落の機能を互いに補い合うネットワーク・コミュニティづくりを推進する。
　　　＜委託料　24,000千円＞（＠2,000千円/地域×12地域）
　　　委託先：地域で活動する組織や団体（NPO法人、社会福祉法人、直売所、営農組織等）

【広域営農システムの構築】（地域経済サポート機構の設立）　14,400千円
・地域の状況を熟知した集落営農法人が核となり、地域の多様な担い手（認定農業者や企業参入法人
等）で構成され広域エリアをカバーし、営農及び担い手不在集落の対応、就農支援等、総合的に地域農
業をサポートする組織の設立・運営に必要な経費を支援
　　　＜補助金　14,400千円＞　・設立運営支援＠12,000×2機構×1/2（市町村1/2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・担い手確保支援＠1,200×2名×2機構×1/2（市町村1/2）

【直売所の魅力・機能向上】　4,312千円
・簡易パイプハウス普及（モデル直売所３ヶ所）（2,916千円）
　　出荷期間の拡大・新たな品目導入等のため、１a程度の簡易ハウスを１直売所あたり3カ所設置し、直
売所の品揃えの充実を図る。
　　　　＜補助金　2,916千円＞（＠432千円×3直売所×3棟×3/4）
・販売者と出品者のスキルアップ研修（102千円）
　　　直売所の経営者・従業員や出品者を対象に、接客技術の向上や魅力的な商品ラッピング方法等の
研修会を開催し、直売所の魅力アップや集客数の増加に繋げる。
　　　　＜報償費等　102千円＞講師への謝金等
・推進費（1,294千円）
　　　　直売所の連合体（協議会）結成に向けた協議、直売所間意見交換会実施、人件費等の経費
　　　　＜報酬等　1,124千円＞嘱託職員人件費
　　　　＜需用費等　170千円＞

【直売所の魅力・機能向上】
・POSシステム導入　1,458千円

【野生鳥獣食肉（ジビエ）等の利活用推進】
・衛生管理強化のための設備導入支援　3,600千円
・シカ皮乾燥施設導入支援　800千円
・常温陳列商品向け設備導入支援　6,200千円

ハード事業経費の必要性（ソフト事業との関係性、KPI向
上に資する理由等を具体的に記載）

事業開始時期 事業終了時期 ＫＰＩ① 事業終了時点のＫＰＩ増加分【①】

2016年4月 2017年3月
直売所の付加価値創出額（千円）　※直売所付
加価値額=売上額×販売手数料率×県産農林水
産物割合

経費内訳変更の理由

20,000.00

経費内訳：2016年度（１年目）



経費内訳：2017年度（２年目） 経費内訳：2017年度（２年目）

経費内訳変更の理由 記　載　不　要

交付対象事業におけるソフト事業経費内訳 交付対象事業におけるハード事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費

67,008千円
交付対象事業における

ハード事業経費
9,458千円

全事業期間における本
年の位置づけ

ハード事業経費の必要性（ソフト事業との関係性、KPI向
上に資する理由等を具体的に記載）

　　　年　　　月 　　　年　　　月 50000.00

全事業期間における本
年の位置づけ

事業開始時期 事業終了時期 ＫＰＩ① 事業終了時点のＫＰＩ増加分【①】

交付対象事業における
単位当たりコスト【②/①】

1.53千円

経費内訳変更の理由

交付対象事業における
単位当たりコスト【②/①】

1.53千円

事業終了時期 ＫＰＩ① 事業終了時点のＫＰＩ増加分【①】

交付対象事業における
ソフト事業経費

67,008千円
交付対象事業における

ハード事業経費
9,458千円

交付対象事業経費【②】 76,466千円

交付決定日 2018年3月
直売所の付加価値創出額（千円）　※直売所付
加価値額=売上額×販売手数料率×県産農林水
産物割合

50000.00

・引き続き集落のネットワーク化を図るともに、市町村との連携により、ネットワーク・コミュニティを形成した集落のフォローを図る。
・直売所の商品充実のため、生産者の掘り起こしや地域住民との連携強化を図るとともに、直売所の連合体（協議会）を立ち上げ
る。
・県産ジビエについては、体制強化を継続し、一層の取扱量の増を図る。
・６次産業化・農商工連携の推進では、前年度開発した九州・山口産原料を利用した新商品のＰＲ、販促活動を行う。

事業開始時期

交付対象事業経費 76,466千円

交付対象事業におけるソフト事業経費内訳 交付対象事業におけるハード事業経費内訳

【「ネットワーク・コミュニティ」づくりの推進】　24,000千円
・複数集落を範囲として、各集落の持つ生活機能・特徴を活かした取組を支援、担い手の育成と多機能
化を支援し、こうした集落をネットワーク化し、「ネットワーク・コミュニティ」を形成
　　＜委託料　24,000千円＞（＠2,000千円/地域×12地域）
　　　委託先：地域で活動する組織や団体

【広域営農システムの構築】 24,800千円
・地域農業経営サポート機構の運営経費
　　　＜補助24,800千円＞　　・運営支援　(取組1年目)@12,000×2機構×1/2(市町村1/2)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(取組2年目)@12,000×2機構×1/3(市町村1/3)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊取組2年目以降は自主財源の増加のため補助率は低減
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・担い手確保支援@1,200×2名×4機構×1/2(市町村1/2)

【直売所の魅力・機能向上　17,019千円
・イベント実施（2,625千円）
　地域の特色を活かした直売所イベントを実施する。
・安全・安心な直売所の推進　（2,988千円）
　　「安心おおいた直売所」の認定数の増加を図るため、農薬安全使用講習会等を実施するとともに、農
薬残留生産物検査を推進する。※「安心おおいた直売所」：自主的に安全管理に取り組むと宣言した直
売所に対し、県が認定する本県独自の取組
・簡易パイプハウス普及（2年目：モデル直売所３ヶ所）　（3,605千円）
　　出荷期間の拡大・新たな品目導入等のため、１a程度の簡易ハウスを１直売所あたり3カ所設置し、直
売所の品揃えの充実を図る。
・新品目栽培指導　（1,125千円）
　　農協OB等による直売所に出荷する新品目の栽培指導を行う。
・集荷機能の強化　（351千円）
　　出荷できない農家のため、直売所が巡回集荷する。
・魅力ある店舗づくり　（1,500千円）
　　消費者ニーズに対応した店舗レイアウトの変更、有機コーナー設置を行う。
・経営改善指導　（1,125千円）
　　流通専門家等のアドバイザーによる経営指導、人材育成を図る。
・推進費　　(3,700千円)　　直売所の情報発信の運営費、人件費等

【九州・山口一体となった農商工連携・６次産業化の推進】　1,189千円
　　地元の食材を活用した新商品の販路拡大・販売促進のため、　九州・山口９県、地域経済団体で構成
する「九州・山口農商工連携・６次産業化推進協議会」が実施主体となり、以下の事業を実施
　　・「九州・山口こだわりの食大商談会の開催、首都圏及び関西圏の商談会への出展
　  　・九州・山口産原料を利用した新商品の開発、市場調査（委託）、研修会等の開催
　　＜負担金　960千円＞　協議会負担金
　　＜推進費　229千円＞　印刷消耗費、通信運搬費

【直売所の魅力・機能向上】
・ＰＯＳシステム導入　　1,458千円

【野生鳥獣食肉（ジビエ）等の利活用推進】
・衛生管理強化のための設備導入支援　3,600千円
・シカ皮乾燥施設導入支援　200千円
・常温陳列商品向け設備導入支援　4,200千円

ハード事業経費の必要性（ソフト事業との関係性、KPI向
上に資する理由等を具体的に記載）



経費内訳：2018年度（３年目）　　　　　　　　　　2020年度以降の交付額が担保されるわけではありません。 経費内訳：2018年度（３年目）　　　　　　　　　　2020年度以降の交付額が担保されるわけではありません。

　　　年　　　月 　　　年　　　月 80000.00

事業開始時期 事業終了時期 ＫＰＩ① 事業終了時点のＫＰＩ増加分【①】事業開始時期 事業終了時期 ＫＰＩ① 事業終了時点のＫＰＩ増加分【①】

全事業期間における本
年の位置づけ

全事業期間における本
年の位置づけ

集落ネットワークの構築を推進するとともに、直売所の集客アップのためにインバウンド対策や加工所の整備等の環境整備を行う。
県産ジビエについては、他の省庁の補助金を活用し、より一層の販促に努める。・九州・山口各県と開催する大規模商談会につい
ては引き続き内容を充実させて実施する。新商品の開発については、昨年度の観光業界等へのニーズ調査の結果を受けて、商品
化を進める。・農業者と福祉事業所（障がい者）のマッチング支援を行い、農複連携を進めていく。

ハード事業経費の必要性（ソフト事業との関係性、KPI向
上に資する理由等を具体的に記載）

経費内訳変更の理由

交付対象事業における
ソフト事業経費

135,596千円
交付対象事業における

ハード事業経費

ハード事業経費の必要性（ソフト事業との関係性、KPI向
上に資する理由等を具体的に記載）

経費内訳変更の理由 記　載　不　要

交付対象事業におけるソフト事業経費内訳 交付対象事業におけるハード事業経費内訳 交付対象事業におけるソフト事業経費内訳 交付対象事業におけるハード事業経費内訳

【「ネットワーク・コミュニティ」づくりの推進】　25,527千円
・複数集落を範囲として、各集落の持つ生活機能・特徴を活かした取組を支援、担い手の育成と多
機能化を支援し、こうした集落をネットワーク化し、「ネットワーク・コミュニティ」を形成
　　＜委託料　24,000千円＞（＠2,000千円/地域×12地域）
　　　委託先：地域で活動する組織や団体
・ネットワーク・コミュニティの運営の核となる地域コミュニティ組織で構成する全県レベルの広域協議
会設立支援（1,527千円）

【広域営農システムの構築】93,364千円(うち県52,400千円、市町村40,964千円)
・地域農業経営サポート機構の運営経費（県）
　　＜補助52,400千円＞ ・運営支援　(取組1年目)@12,000×6機構×1/2(市町村1/2)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(取組2年目)@12,000×2機構×1/3(市町村1/3以上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (取組3年目)@12,000×2機構×1/4(市町村1/4以上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊取組2年目以降は自主財源の増加のため県の補助率は低減
　　　　　　　　　　　　　　　・担い手確保支援@1,200×2名×2機構×1/2(市町村1/2)
・地域農業経営サポート機構の運営経費(市町村)
　　＜補助40,964千円＞
　 ・運営支援(中津市、日田市、佐伯市、竹田市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市）

【直売所の魅力・機能向上】　13,798千円
・情報発信・ＰＲ　（2,187千円）
　　直売所グランプリの開催、スタンプラリーの実施
・インバウンド対策　（1,125千円）※一般財源対応
　　看板・メニュー等の表示を多言語化
・新商品開発　（2,250千円）
　　地域の特産品を活用した新商品開発
・魅力ある店舗づくり　（1,500千円）
　　消費者ニーズに対応した店舗レイアウトの変更
・安全・安心な直売所の推進　（1,026千円）
　　「安心おおいた直売所」の推進
・簡易パイプハウスの普及　（2,403千円）
　　出荷期間の拡大や新たな品目導入のため、1a程度の簡易ハウス設置（1直売所3ヶ所程度）
・POSメール配信システム整備　（972千円）
　　直売所の品揃え対策
・推進費　（2,335千円）
　　採択審査会経費、人件費等

【野生鳥獣食肉（ジビエ）等の利活用推進】　他交付金を活用し実施

【九州・山口一体となった農商工連携・６次産業化の推進】　1,187千円
　　地元の食材を活用した新商品の販路拡大・販売促進のため、　九州・山口９県、地域経済団体で
構成する「九州・山口農商工連携・６次産業化推進協議会」が実施主体となり、以下の事業を実施
　　・「九州・山口こだわりの食大商談会の開催、首都圏及び関西圏の商談会への出展
　  　・九州・山口産原料を利用した新商品の開発、市場調査（委託）、研修会等の開催
　　＜負担金　960千円＞　協議会負担金
　　＜推進費　227千円＞　印刷消耗費、通信運搬費

【農福連携の推進】　1,720千円（委託料）
　　農福連携をすすめるため、農業者と福祉事業所のマッチングの支援を行う。
　　委託内容：モデル実証、現地研修会、検討会、マニュアルの作成

交付対象事業経費【②】 135,596千円

2018年4月 2019年3月
直売所の付加価値創出額（千円）　※直売所付
加価値額=売上額×販売手数料率×県産農林水
産物割合

80000.00

135,596千円

交付対象事業における
ソフト事業経費

135,596千円
交付対象事業における

ハード事業経費

交付対象事業経費



経費内訳変更の理由

交付対象事業における
単位当たりコスト【②/①】

1.69千円
交付対象事業における
単位当たりコスト【②/①】

1.69千円

経費内訳変更の理由 記　載　不　要



経費内訳：2019年度（４年目）　　　　　　　　　　2020年度以降の交付額が担保されるわけではありません。 経費内訳：2019年度（４年目）　　　　　　　　　　2020年度以降の交付額が担保されるわけではありません。

交付対象事業におけるソフト事業経費内訳 交付対象事業におけるハード事業経費内訳

１．「ネットワーク・コミュニティ」づくりの推進　【25,534千円】
・複数集落を範囲として、各集落の持つ生活機能・特徴を活かした取組を支援、担い手の育成と多
機能化を支援し、こうした集落をネットワーク化し、「ネットワーク・コミュニティ」を形成
　　＜委託料　24,000千円＞（＠2,000千円/地域×12地域）
　　　委託先：地域で活動する組織や団体
・ネットワーク・コミュニティの運営の核となる地域コミュニティ組織で構成する全県レベルの広域協議
会運営支援（1,534千円）

２．広域営農システムの構築　【93,043千円】(県44,400千円、市町村48,643千円)
・地域農業経営サポート機構の運営経費（県）
　　＜補助44,400千円＞　・運営支援  （取組1年目）@12,000×2機構×1/2（市町村1/2）
                                                   　(取組2年目)@12,000×6機構×1/3(市町村1/3以上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(取組3年目)@12,000×2機構×1/4(市町村1/4以上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊取組2年目以降は自主財源の増加のため県の補助率は低減
　　　　　　　　　　　　　　　・担い手確保支援@1,200×2名×2機構×1/2(市町村1/2)
・地域農業経営サポート機構の運営経費(市町村)
　　＜補助48,643千円＞
　　・運営支援(中津市、佐伯市、竹田市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市、大分市、国東
市、由布市)

３．直売所の魅力・機能向上　【10,024千円】
　中山間地域の「稼ぐ力」の強化を図るため、地産地消の拠点である直売所が行う品揃えの充実
や、魅力的な店舗づくりを進めるとともに、安全・安心等の直売所の魅力を発信・集客向上するため
の更なる取り組みを行う。
・県内直売所情報発信・PR　（委託料　1,058千円）
　消費者に県内直売所を一帯的PRするため、県内直売所を網羅したチラシ作成・配布する。
・直売所が行う魅力・機能向上のための取り組みを助成　（補助金　5,403千円）
　　地域の特産品を活用した新商品開発
　　　　　（3年目）＠500×3／4×4ヶ所（国3／8,県3／8）
　　レイアウト変更による地域産品のPR等魅力的で消費者ニーズに対応した店舗づくり
　　　　　（3年目）　＠1,000×3／4×2ヶ所（国3／8,県3／8）
　　出荷期間の拡大や新たな品目導入のために直売所が設置する　1a程度の簡易ハウス普及
　　　　　（4年目）　＠1,602×3／4×2ヶ所（国3／8,県3／8）
・安全・安心な直売所の推進　（3年目）
　　直売所が消費者に安全・安心な農産物を提供する自主的管理体制を確立するため、その自主的
取り組みを行い県が認証する「安心おおいた直売所」の更なる増加と消費者へのPRを図る取り組み
を行う。
　　「安心おおいた直売所」の推進と自主的取り組み支援のための普及啓発資材・資料作成や研修
会開催
　　　　　（需用費　900千円、使用賃借料　100千円）
　　「安心おおいた直売所」のH30作成消費者向けPR用HP保守管理　（委託料　138千円）
・推進費（4年目）
　　事業コーディネーターによる直売所の補助事業推進・執行指導、KPI算出に係る県内直売所調
査・分析等
　　　　　（報酬　1,979千円、共済費　303千円、需用費　97千円）
　　補助事業採択審査会開催にかかる審査員経費　（報償費　40千円、費用弁償　6千円）
　　県外展開に関する協議　（旅費　32千円）※一般財源対応

４．野生鳥獣食肉（ジビエ）等の利活用推進　→　他交付金を活用し実施

５．乾しいたけ消費拡大の推進【19,262千円】
・大分乾しいたけの新ブランドの創出やそれに伴う試験分析及び商品開発並びにイベントや販促資
材の作成等のPR活動の実施等（委託料18,654千円、補助金608千円）

６．九州・山口一体となった農商工連携・６次産業化の推進　【960千円】
　　地元の食材を活用した新商品の販路拡大・販売促進のため、　九州・山口９県、地域経済団体で
構成する「九州・山口農商工連携・６次産業化推進協議会」が実施主体となり、以下の事業を実施
　　・「九州・山口こだわりの食大商談会の開催、首都圏及び関西圏の商談会への出展
　  　・九州・山口産原料を利用した新商品の販売（ＰＲ）支援、販路開拓等の実施
　　＜負担金　960千円＞　協議会負担金

７．農福連携の推進　【1,503千円】（委託料）
　農福連携の推進を図るため、農業者と福祉事業所のマッチング支援を行う
　委託内容：モデル実証、現地研修会、検討会、マニュアルの作成、成果普及研修会

８．「おおいたの有機」産地づくりの加速化　【5,462千円】
・企業的経営体等が連携した有機野菜等の生産・販売体制の構築（一般財源対応）
・アジア圏への輸出に向けた有機野菜等の市場調査や試験販売の実施（委託1,760千円）
・新たなマーケット開拓にチャレンジするモデル経営体（公募により決定）への輸出商談会等への出
展支援（補助金300千円）
　　@600×1/2×１経営体（モデル経営体）
・EU等への輸出に向けた有機碾茶（秋冬茶）の栽培・技術向上研修等の実施（委託料355千円）
・関東圏での取引拡大のためのイベントの実施や料理人向け雑誌への掲載（委託料1,727千円）
・オーガニックサポーターによるＳＮＳを活用した情報発信（委託料1,320千円）

８．「おおいたの有機」産地づくりの加速化　【18,945千
円】
　    生産性向上のための効率的な生産出荷体制構築
のための助成
・新規出荷調整施設整備補助（補助金10,000千円）
　　 @20,000千円×1/2×１件＝10,000千円
・パイプハウス整備補助（補助金4,945千円）
　　 @ 4,945千円/10a×1/2×2件=4,945千円
・農業機械導入補助（補助金3,000千円）
  多品種対応洗浄機の導入
　　 @1,200千円×1/2×１件＝600千円
  かんしょ収穫機の導入
　　 @3,600×1/2×１件＝1,800千円
  葉菜類移植機の導入
      @1,200千円×1/2×１件＝600千円
・雑草防除対策資材導入補助（補助金1,000千円）
  防草シートの導入
　　 @2,000千円/180a×1/2×１件

ハード事業経費の必要性（ソフト事業との関係性、KPI向
上に資する理由等を具体的に記載）

　有機農業は一般的な農業に比べて労働集約的で非
効率で、かつ農地が効率的に利用されていないなど生
産性に課題がある。産地化及び安定した販路を確保す
るためには、ロットの確保、高位平準化及び安定出荷
の取り組みが必須であるため省力機械の導入や施設
整備等のハード事業の実施によって、生産性が向上
し、産地化を後押しすることができる。
有機農業で生産された農産物は現在、直売所でも出荷
されており、ＫＰＩの向上に繋がり、目標達成に寄与す
る。

交付対象事業における
ハード事業経費

18,945千円

ハード事業経費の必要性（ソフト事業との関係性、KPI向
上に資する理由等を具体的に記載）

2019年4月 2020年3月
直売所の付加価値創出額（千円）　※直売所付
加価値額=売上額×販売手数料率×県産農林水
産物割合

32000.00

174,733千円

交付対象事業における
ソフト事業経費

155,788千円
交付対象事業における

ハード事業経費
18,945千円

事業終了時期事業開始時期 ＫＰＩ① 事業終了時点のＫＰＩ増加分【①】事業開始時期 事業終了時期 ＫＰＩ① 事業終了時点のＫＰＩ増加分【①】

全事業期間における本
年の位置づけ

全事業期間における本
年の位置づけ

まだネットワーク化されていない集落のネットワーク化を行うとともに、直売所の集客アップのために商品の充実等の環境整備と情
報発信強化を強化し更なる売り上げ増を図る。県産ジビエについては、PR活動を行い、取扱量の増を目指す。６次産業化・農商工
連携については、引き続き商品のＰＲを図るとともに、九州・山口各県の農林漁業者と食品産業とのマッチングを進める等新たなビ
ジネスの創出を図る。農福連携については、品目別の実証を更にすすめ、マッチング数の拡大に努める。新たに取り組む乾しいた
けについては、新ブランドの打出しによるPR活動等により販売拡大に取り組む。有機農業については、企業的経営体等の生産力向
上、海外展開の支援、有機野菜の生産・販売体制の構築及び関東圏での取引拡大や県内外に向けた情報発信に取り組む。

交付対象事業経費

　　　年　　　月 　　　年　　　月 32000.00

交付対象事業におけるソフト事業経費内訳 交付対象事業におけるハード事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費

155,788千円

交付対象事業経費【②】 174,733千円



１．「ネットワーク・コミュニティ」づくりの推進　【25,534千円】
・複数集落を範囲として、各集落の持つ生活機能・特徴を活かした取組を支援、担い手の育成と多
機能化を支援し、こうした集落をネットワーク化し、「ネットワーク・コミュニティ」を形成
　　＜委託料　24,000千円＞（＠2,000千円/地域×12地域）
　　　委託先：地域で活動する組織や団体
・ネットワーク・コミュニティの運営の核となる地域コミュニティ組織で構成する全県レベルの広域協議
会運営支援（1,534千円）

２．広域営農システムの構築　【93,043千円】(県44,400千円、市町村48,643千円)
・地域農業経営サポート機構の運営経費（県）
　　＜補助44,400千円＞　・運営支援  （取組1年目）@12,000×2機構×1/2（市町村1/2）
                                                   　(取組2年目)@12,000×6機構×1/3(市町村1/3以上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(取組3年目)@12,000×2機構×1/4(市町村1/4以上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊取組2年目以降は自主財源の増加のため県の補助率は低減
　　　　　　　　　　　　　　　・担い手確保支援@1,200×2名×2機構×1/2(市町村1/2)
・地域農業経営サポート機構の運営経費(市町村)
　　＜補助48,643千円＞
　　・運営支援(中津市、佐伯市、竹田市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市、大分市、国東
市、由布市)

３．直売所の魅力・機能向上　【10,024千円】
　中山間地域の「稼ぐ力」の強化を図るため、地産地消の拠点である直売所が行う品揃えの充実
や、魅力的な店舗づくりを進めるとともに、安全・安心等の直売所の魅力を発信・集客向上するため
の更なる取り組みを行う。
・県内直売所情報発信・PR　（委託料　1,058千円）
　消費者に県内直売所を一帯的PRするため、県内直売所を網羅したチラシ作成・配布する。
・直売所が行う魅力・機能向上のための取り組みを助成　（補助金　5,403千円）
　　地域の特産品を活用した新商品開発
　　　　　（3年目）＠500×3／4×4ヶ所（国3／8,県3／8）
　　レイアウト変更による地域産品のPR等魅力的で消費者ニーズに対応した店舗づくり
　　　　　（3年目）　＠1,000×3／4×2ヶ所（国3／8,県3／8）
　　出荷期間の拡大や新たな品目導入のために直売所が設置する　1a程度の簡易ハウス普及
　　　　　（4年目）　＠1,602×3／4×2ヶ所（国3／8,県3／8）
・安全・安心な直売所の推進　（3年目）
　　直売所が消費者に安全・安心な農産物を提供する自主的管理体制を確立するため、その自主的
取り組みを行い県が認証する「安心おおいた直売所」の更なる増加と消費者へのPRを図る取り組み
を行う。
　　「安心おおいた直売所」の推進と自主的取り組み支援のための普及啓発資材・資料作成や研修
会開催
　　　　　（需用費　900千円、使用賃借料　100千円）
　　「安心おおいた直売所」のH30作成消費者向けPR用HP保守管理　（委託料　138千円）
・推進費（4年目）
　　事業コーディネーターによる直売所の補助事業推進・執行指導、KPI算出に係る県内直売所調
査・分析等
　　　　　（報酬　1,979千円、共済費　303千円、需用費　97千円）
　　補助事業採択審査会開催にかかる審査員経費　（報償費　40千円、費用弁償　6千円）
　　県外展開に関する協議　（旅費　32千円）※一般財源対応

４．野生鳥獣食肉（ジビエ）等の利活用推進　→　他交付金を活用し実施

５．乾しいたけ消費拡大の推進【19,262千円】
・大分乾しいたけの新ブランドの創出やそれに伴う試験分析及び商品開発並びにイベントや販促資
材の作成等のPR活動の実施等（委託料18,654千円、補助金608千円）

６．九州・山口一体となった農商工連携・６次産業化の推進　【960千円】
　　地元の食材を活用した新商品の販路拡大・販売促進のため、　九州・山口９県、地域経済団体で
構成する「九州・山口農商工連携・６次産業化推進協議会」が実施主体となり、以下の事業を実施
　　・「九州・山口こだわりの食大商談会の開催、首都圏及び関西圏の商談会への出展
　  　・九州・山口産原料を利用した新商品の販売（ＰＲ）支援、販路開拓等の実施
　　＜負担金　960千円＞　協議会負担金

７．農福連携の推進　【1,503千円】（委託料）
　農福連携の推進を図るため、農業者と福祉事業所のマッチング支援を行う
　委託内容：モデル実証、現地研修会、検討会、マニュアルの作成、成果普及研修会

８．「おおいたの有機」産地づくりの加速化　【5,462千円】
・企業的経営体等が連携した有機野菜等の生産・販売体制の構築（一般財源対応）
・アジア圏への輸出に向けた有機野菜等の市場調査や試験販売の実施（委託1,760千円）
・新たなマーケット開拓にチャレンジするモデル経営体（公募により決定）への輸出商談会等への出
展支援（補助金300千円）
　　@600×1/2×１経営体（モデル経営体）
・EU等への輸出に向けた有機碾茶（秋冬茶）の栽培・技術向上研修等の実施（委託料355千円）
・関東圏での取引拡大のためのイベントの実施や料理人向け雑誌への掲載（委託料1,727千円）
・オーガニックサポーターによるＳＮＳを活用した情報発信（委託料1,320千円）

　有機農業は一般的な農業に比べて労働集約的で非
効率で、かつ農地が効率的に利用されていないなど生
産性に課題がある。産地化及び安定した販路を確保す
るためには、ロットの確保、高位平準化及び安定出荷
の取り組みが必須であるため省力機械の導入や施設
整備等のハード事業の実施によって、生産性が向上
し、産地化を後押しすることができる。
有機農業で生産された農産物は現在、直売所でも出荷
されており、ＫＰＩの向上に繋がり、目標達成に寄与す
る。

経費内訳変更の理由

【乾しいたけ消費拡大の推進、「おおいたの有機」産地づくりの加速化】
・新規取組にともなう増加

5.46千円5.46千円
交付対象事業における
単位当たりコスト【②/①】

交付対象事業における
単位当たりコスト【②/①】

経費内訳変更の理由 記　載　不　要



経費内訳：2020年度（５年目）　　　　　　　　　　2020年度以降の交付額が担保されるわけではありません。 経費内訳：2020年度（５年目）　　　　　　　　　　2020年度以降の交付額が担保されるわけではありません。

全事業期間における本
年の位置づけ

これまでのKPIの達成状況を踏まえ一部目標の上方修正を行っており、必要に応じて事業の継続・拡充等を行いながら、5年目の目
標達成を目指す。地域コミュニティ組織の協議会を通しての広域支援や地域営農システムを構築するとともに、直売所の集客アップ
のために商品の充実等の環境整備を行うことで、コミュニティや地域農業の維持・活性化及び直売所の売り上げ増を図る。乾しいた
けについては、新ブランドを活用したPR活動等により販売拡大に取り組む。有機農業については、「おおいたの有機」の産地化と企
業的経営体を核とした生産・販売組織の将来における自立化を後押しするため、海外や関東圏での取引拡大や県内外への情報発
信に取り組む。６次産業化・農商工連携については、九州・山口各県が連携した取組で得たノウハウを活用し、県内農林漁業者のさ
らなる経営強化に向けた都市圏における販路拡大対策に取り組む。

地域コミュニティ組織の協議会を通しての広域支援や地域営農システムを構築することで、コミュニティの強化を行い、集落や地域
農業の維持・活性化を図る。乾しいたけについては、新ブランドを活用したPR活動等により販売拡大に取り組む。有機農業について
は、「おおいたの有機」の産地化と企業的経営体を核とした生産・販売組織の将来における自立化を後押しするため、海外や関東
圏での取引拡大や県内外への情報発信に取り組む。

101,279千円
交付対象事業における

ハード事業経費

全事業期間における本
年の位置づけ

交付対象事業におけるソフト事業経費内訳 交付対象事業におけるハード事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費

交付対象事業経費【②】 101,279千円

事業終了時点のＫＰＩ増加分【①】事業開始時期 事業終了時期 ＫＰＩ① 事業終了時点のＫＰＩ増加分【①】

【「ネットワーク・コミュニティ」づくりの推進】　1,534千円
・ネットワーク・コミュニティの運営の核となる地域コミュニティ組織で構成する全県レベルの広域協議
会運営支援（1,534千円）

【広域営農システムの構築】74,283千円(県42,800千円、市町村31,483千円)
・地域農業経営サポート機構の運営経費（県）
　　＜補助40,400千円＞　・運営支援 （取組1年目）@12,000×2機構×1/2（市町村1/2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(取組2年目)@12,000×2機構×1/3(市町村1/3以上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(取組3年目)@12,000×6機構×1/4(市町村1/4以上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊取組2年目以降は自主財源の増加のため県の補助率は低減
　　　　　　　　　　　　　　　・担い手確保支援@1,200×2名×4機構×1/2(市町村1/2)
・地域農業経営サポート機構の運営経費(市)
　　＜補助31,483千円＞
　　・運営支援(佐伯市、竹田市、豊後高田市、宇佐市、豊後大野市、大分市、国東市、由布市、九重
町、玖珠町)

【乾しいたけ消費拡大の推進】　20,000千円
・大分乾しいたけ新ブランドを活用したPR活動の実施等（委託料18,504千円）
・流通の効率化に向けた袋詰め行程の改善（委託料1,496千円）
　（コンサルタントへの委託　4業者×374千円）

【「おおいたの有機」産地づくりの加速化】　5,462千円
・企業的経営体等が連携した有機野菜等の生産・販売体制の構築（一般財源対応）
・アジア圏における有機野菜等の試食宣伝等の実施（委託1,760千円）
・新たなマーケット開拓にチャレンジするモデル経営体（公募により決定）への輸出商談会等への出
展支援（補助金300千円）
　　@600×1/2×１経営体（モデル経営体）
・EU等への輸出に向けた有機碾茶（一番茶・二番茶）の栽培・技術向上研修等の実施（委託料355
千円）
・関東圏での取引拡大のための料理人向け賞味会の実施（委託料1,727千円）
・オーガニックサポーターによるＳＮＳを活用した情報発信（委託料1,320千円）

ハード事業経費の必要性（ソフト事業との関係性、KPI向
上に資する理由等を具体的に記載）

2020年4月 2021年3月
直売所の付加価値創出額（千円）　※直売所付
加価値額=売上額×販売手数料率×県産農林水
産物割合

交付対象事業経費

　　　年　　　月 　　　年　　　月 32000.00

事業開始時期

交付対象事業におけるソフト事業経費内訳

事業終了時期 ＫＰＩ①

【広域営農システムの構築】　2,000千円
・地域農業経営サポート機構連携員の強化（集落営農
連合法人の育成）（県）
　②連合モデル法人設立支援
　　広域営農拠点施設整備（補助金（ハード：拠点事務
所、拠点格納庫）2,000千円）
　　@2,000千円×2経営体×1/2

【乾しいたけ消費拡大の推進】　2,000千円
　  袋詰業者の新商品製造施設導入を補助し、需要の
拡大を図る
　・粉末製造施設整備補助（補助金1,300千円）
　　 @1,300千円×1/2×2業者＝1,300千円
　・紫外線照射機補助（補助金700千円）
　　 @900千円×1/2×1業者=450千円
　　 @500千円×1/2×1業者=250千円

【「おおいたの有機」産地づくりの加速化】　18,343千円
　    生産性向上のための効率的な生産出荷体制構築
のための助成

・集出荷調整作業施設等整備補助（補助金8,900千円）
  新規出荷調整施設　@10,000千円×1/2補助=5,000千
円
  野菜予冷庫　　　　@1,000千円×1/2補助=500千円
  かぼす搾汁機　@5,000千円×1/2補助=2,500千円
  保冷車　　　@1,800千円×1/2補助=900千円
・栽培施設整備補助（補助金6,600千円）
  パイプハウス一式（2,700㎡）@9,900千円×1/2補助
=4,950千円
  パイプハウス一式（300㎡）@1,210千円×1/2補助
=605千円
  パイプハウス一式（300㎡）@1,210千円×1/2補助
=605千円
  パイプハウス一式（220㎡）@880千円×1/2補助=440
千円
・機械導入補助（補助金2,755千円）
　アッパーロータリー@1,000千円×1/2補助=500千円
  マニュアルスプレッダー@700千円×1/2補助=350千円
  さつまいもツル切機@500千円×1/2補助=250千円
  自走式草刈り機@550千円×1台×1/2補助=275千円
  ハンマーナイフ@550千円×1/2補助=275千円
  ハンマーナイフ@660千円×1/2補助=330千円
  堀取り機　@550千円×1/2補助=275千円
  クローラー　@1,000千円×1/2補助=500千円

・防除・除草対策資材等導入補助（補助金88千円）

50000.00

159,802千円

交付対象事業における
ソフト事業経費

137,459千円
交付対象事業における

ハード事業経費
22,343千円

交付対象事業におけるハード事業経費内訳

【「ネットワーク・コミュニティ」づくりの推進】　25,476千円
・複数集落を範囲として、各集落の持つ生活機能・特徴を活かした取組を支援、担い手の育成と多
機能化を支援し、こうした集落をネットワーク化する「ネットワーク・コミュニティ」のさらなる推進。
　　＜委託料等　23,936千円＞
　　　　①複数集落を範囲として活動する組織や団体へ、地域課題解決の新たな取組の試行等を委
託
　　　　（＠1,667千円/地域×12地域）
　　　　②担い手となる組織がない地域での組織設立を推進するため、中間支援組織（地域コミュニ
ティ組織の
　　　　設立、運営支援の専門知識・技術を有する組織）に地域や市町村への専門家派遣、組織設
立・運営の
　　　　ガイドブック作成を委託
　　　　（3,932千円）
・ネットワーク・コミュニティの運営の核となる地域コミュニティ組織で構成する全県レベルの広域協議
会運営支援（1,540千円）

【広域営農システムの構築】70,846千円(県43,408千円、市町村27,438千円)
・地域農業経営サポート機構の運営経費（県）
　　＜補助39,200千円＞　・運営支援 （取組1年目）@12,000×2機構×1/2（市町村1/2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(取組2年目)@12,000×2機構×1/3(市町村1/3以上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(取組3年目)@12,000×6機構×1/4(市町村1/4以上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊取組2年目以降は自主財源の増加のため県の補助率は低減
　　　　　　　　　　　　　　　・担い手確保支援@1,200×2名×2機構×1/2(市町村1/2)
・地域農業経営サポート機構の運営経費(市)
　　＜補助27,438千円＞
　　・運営支援(佐伯市、竹田市、豊後高田市、宇佐市、豊後大野市、大分市、国東市、由布市、九重
町、玖珠町)
・地域農業経営サポート機構連携員の強化（集落営農連合法人の育成）（県）
　　①広域連携コーディネーター設置（3,208千円）
　　②連合モデル法人設立支援（補助金（ソフト：需用費、使用賃借料、賃金等）1,000千円）@1,000千
円×2経営体×1/2

【直売所の魅力・機能向上】　9,574千円
　中山間地域の「稼ぐ力」の強化を図るため、地産地消の拠点である直売所が行う品揃えの充実
や、魅力的な店舗づくりを進めるとともに、安全・安心等の直売所の魅力を発信・集客向上するため
の更なる取り組みを行うとともに、直売所連携気運を醸成するための場づくりを行う。
・直売所が行う魅力・機能向上のための取り組みを助成　（補助金　5,852千円）
　　直売所をPRする資材に対する助成
　　　　　（1年目）＠400×3／4×3ヶ所（国3／8,県3／8）
　　地域の特産品を活用した新商品開発
　　　　　（4年目）＠500×3／4×2ヶ所（国3／8,県3／8）
　　レイアウト変更による地域産品のPR等魅力的で消費者ニーズに対応した店舗づくり
　　　　　（4年目）　＠1,000×3／4×4ヶ所（国3／8,県3／8）
　　出荷期間の拡大や新たな品目導入のために直売所が設置する　1a程度の簡易ハウス普及
　　　　　（5年目）　＠1,602×3／4×1ヶ所（国3／8,県3／8）
・安全・安心な直売所の推進　（4年目）
　　直売所が消費者に安全・安心な農産物を提供する自主的管理体制を確立するため、その自主的
取り組みを行い県が認証する「安心おおいた直売所」の更なる増加と消費者へのPRを図るととも
に、　「安心おおいた直売所」の推進と自主的取り組み支援のための普及啓発資材・資料作成や研
修会開催する。
　　　　　（需用費　900千円、使用賃借料　26千円）
・推進費（5年目、1年目）
　　事業コーディネーターによる直売所の補助事業推進・執行指導、KPI算出に係る県内直売所調
査・分析等
　　　　　（報酬　1,739千円、共済費　377千円、職員手当等　363千円、需用費　38千円、費用弁償
108千円）
　　補助事業採択審査会開催にかかる審査員経費　（報償費　40千円、費用弁償　5千円）
　　（1年目）県内直売所研修会の開催　（報償費36千円、費用弁償64千円、使用賃借料　26千円）

【乾しいたけ消費拡大の推進】　20,768千円
・大分乾しいたけ新ブランドを活用したPR活動の実施等（委託料18,568千円）
・品種別の新ブランド確立に向けたトレース実施状況の確認・調査（委託料2,200千円）

【「おおいたの有機」産地づくりの加速化】　7,692千円
・有機野菜等広域出荷体制促進支援事業（委託料　990千円）
・アジア圏における有機野菜等の試食宣伝等の実施（委託1,760千円）
・新たなマーケット開拓にチャレンジするモデル経営体（公募により決定）への輸出商談会等への出
展支援（補助金300千円）
　　@600×1/2×１経営体（モデル経営体）
・EU等への輸出に向けた有機碾茶（一番茶・二番茶）の栽培・技術向上研修等の実施（委託料330
千円）
・関東圏での取引拡大のためのＰＲの実施や料理人向け賞味講習会の実施・雑誌掲載（委託料
2,024千円）
・オーガニックサポーターによるＳＮＳを活用した情報発信（委託料2,288千円）

【６次産業化・農商工連携の推進】　【3,103千円】
・消費者ニーズ把握や商品改良のための首都圏におけるテストマーケティング（委託料1,500千円）
・関西、福岡での大規模商談会における大分県ブース設置（推進費1,603千円）小間料、リース料、

ハード事業経費の必要性（ソフト事業との関係性、KPI向
上に資する理由等を具体的に記載）

・地域農業経営サポート機構の主要な連携員である複
数の集落営農法人で連合法人を設立する。そこで、機
械や人材の中間拠点等を整備することにより営農範囲
の広域化に対応することができるよう支援を行う。ま
た、地域農業経営サポート機構の機動力増加により担
い手不在集落の営農が安定し、直売所への出荷量も増
加することが見込める。

・乾しいたけの購買を訴求するため、新しい商品展開を
図る必要がある。使いやすい粉末の商品やビタミンDを
強化した商品を製造する施設を整備することで、販売力
の強化を行なう。
　乾しいたけは、直売所でも出荷されており、ＫＰＩの向
上に繋がり、目標達成に寄与する。

・有機農業は一般的な農業に比べて労働集約的で非効
率で、かつ農地が効率的に利用されていないなど生産
性に課題がある。産地化及び安定した販路を確保する
ためには、ロットの確保、高位平準化及び安定出荷の
取り組みが必須であるため省力機械の導入や施設整
備等のハード事業の実施によって、生産性が向上し、
産地化を後押しすることができる。
有機農業で生産された農産物は現在、直売所でも出荷
されており、ＫＰＩの向上に繋がり、目標達成に寄与す
る。



3.16千円
交付対象事業における
単位当たりコスト【②/①】

【「ネットワーク・コミュニティ」づくりの推進】　1,534千円
・ネットワーク・コミュニティの運営の核となる地域コミュニティ組織で構成する全県レベルの広域協議
会運営支援（1,534千円）

【広域営農システムの構築】74,283千円(県42,800千円、市町村31,483千円)
・地域農業経営サポート機構の運営経費（県）
　　＜補助40,400千円＞　・運営支援 （取組1年目）@12,000×2機構×1/2（市町村1/2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(取組2年目)@12,000×2機構×1/3(市町村1/3以上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(取組3年目)@12,000×6機構×1/4(市町村1/4以上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊取組2年目以降は自主財源の増加のため県の補助率は低減
　　　　　　　　　　　　　　　・担い手確保支援@1,200×2名×4機構×1/2(市町村1/2)
・地域農業経営サポート機構の運営経費(市)
　　＜補助31,483千円＞
　　・運営支援(佐伯市、竹田市、豊後高田市、宇佐市、豊後大野市、大分市、国東市、由布市、九重
町、玖珠町)

【乾しいたけ消費拡大の推進】　20,000千円
・大分乾しいたけ新ブランドを活用したPR活動の実施等（委託料18,504千円）
・流通の効率化に向けた袋詰め行程の改善（委託料1,496千円）
　（コンサルタントへの委託　4業者×374千円）

【「おおいたの有機」産地づくりの加速化】　5,462千円
・企業的経営体等が連携した有機野菜等の生産・販売体制の構築（一般財源対応）
・アジア圏における有機野菜等の試食宣伝等の実施（委託1,760千円）
・新たなマーケット開拓にチャレンジするモデル経営体（公募により決定）への輸出商談会等への出
展支援（補助金300千円）
　　@600×1/2×１経営体（モデル経営体）
・EU等への輸出に向けた有機碾茶（一番茶・二番茶）の栽培・技術向上研修等の実施（委託料355
千円）
・関東圏での取引拡大のための料理人向け賞味会の実施（委託料1,727千円）
・オーガニックサポーターによるＳＮＳを活用した情報発信（委託料1,320千円）

経費内訳変更の理由 記　載　不　要

【「ネットワーク・コミュニティ」づくりの推進】　25,476千円
・複数集落を範囲として、各集落の持つ生活機能・特徴を活かした取組を支援、担い手の育成と多
機能化を支援し、こうした集落をネットワーク化する「ネットワーク・コミュニティ」のさらなる推進。
　　＜委託料等　23,936千円＞
　　　　①複数集落を範囲として活動する組織や団体へ、地域課題解決の新たな取組の試行等を委
託
　　　　（＠1,667千円/地域×12地域）
　　　　②担い手となる組織がない地域での組織設立を推進するため、中間支援組織（地域コミュニ
ティ組織の
　　　　設立、運営支援の専門知識・技術を有する組織）に地域や市町村への専門家派遣、組織設
立・運営の
　　　　ガイドブック作成を委託
　　　　（3,932千円）
・ネットワーク・コミュニティの運営の核となる地域コミュニティ組織で構成する全県レベルの広域協議
会運営支援（1,540千円）

【広域営農システムの構築】70,846千円(県43,408千円、市町村27,438千円)
・地域農業経営サポート機構の運営経費（県）
　　＜補助39,200千円＞　・運営支援 （取組1年目）@12,000×2機構×1/2（市町村1/2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(取組2年目)@12,000×2機構×1/3(市町村1/3以上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(取組3年目)@12,000×6機構×1/4(市町村1/4以上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊取組2年目以降は自主財源の増加のため県の補助率は低減
　　　　　　　　　　　　　　　・担い手確保支援@1,200×2名×2機構×1/2(市町村1/2)
・地域農業経営サポート機構の運営経費(市)
　　＜補助27,438千円＞
　　・運営支援(佐伯市、竹田市、豊後高田市、宇佐市、豊後大野市、大分市、国東市、由布市、九重
町、玖珠町)
・地域農業経営サポート機構連携員の強化（集落営農連合法人の育成）（県）
　　①広域連携コーディネーター設置（3,208千円）
　　②連合モデル法人設立支援（補助金（ソフト：需用費、使用賃借料、賃金等）1,000千円）@1,000千
円×2経営体×1/2

【直売所の魅力・機能向上】　9,574千円
　中山間地域の「稼ぐ力」の強化を図るため、地産地消の拠点である直売所が行う品揃えの充実
や、魅力的な店舗づくりを進めるとともに、安全・安心等の直売所の魅力を発信・集客向上するため
の更なる取り組みを行うとともに、直売所連携気運を醸成するための場づくりを行う。
・直売所が行う魅力・機能向上のための取り組みを助成　（補助金　5,852千円）
　　直売所をPRする資材に対する助成
　　　　　（1年目）＠400×3／4×3ヶ所（国3／8,県3／8）
　　地域の特産品を活用した新商品開発
　　　　　（4年目）＠500×3／4×2ヶ所（国3／8,県3／8）
　　レイアウト変更による地域産品のPR等魅力的で消費者ニーズに対応した店舗づくり
　　　　　（4年目）　＠1,000×3／4×4ヶ所（国3／8,県3／8）
　　出荷期間の拡大や新たな品目導入のために直売所が設置する　1a程度の簡易ハウス普及
　　　　　（5年目）　＠1,602×3／4×1ヶ所（国3／8,県3／8）
・安全・安心な直売所の推進　（4年目）
　　直売所が消費者に安全・安心な農産物を提供する自主的管理体制を確立するため、その自主的
取り組みを行い県が認証する「安心おおいた直売所」の更なる増加と消費者へのPRを図るととも
に、　「安心おおいた直売所」の推進と自主的取り組み支援のための普及啓発資材・資料作成や研
修会開催する。
　　　　　（需用費　900千円、使用賃借料　26千円）
・推進費（5年目、1年目）
　　事業コーディネーターによる直売所の補助事業推進・執行指導、KPI算出に係る県内直売所調
査・分析等
　　　　　（報酬　1,739千円、共済費　377千円、職員手当等　363千円、需用費　38千円、費用弁償
108千円）
　　補助事業採択審査会開催にかかる審査員経費　（報償費　40千円、費用弁償　5千円）
　　（1年目）県内直売所研修会の開催　（報償費36千円、費用弁償64千円、使用賃借料　26千円）

【乾しいたけ消費拡大の推進】　20,768千円
・大分乾しいたけ新ブランドを活用したPR活動の実施等（委託料18,568千円）
・品種別の新ブランド確立に向けたトレース実施状況の確認・調査（委託料2,200千円）

【「おおいたの有機」産地づくりの加速化】　7,692千円
・有機野菜等広域出荷体制促進支援事業（委託料　990千円）
・アジア圏における有機野菜等の試食宣伝等の実施（委託1,760千円）
・新たなマーケット開拓にチャレンジするモデル経営体（公募により決定）への輸出商談会等への出
展支援（補助金300千円）
　　@600×1/2×１経営体（モデル経営体）
・EU等への輸出に向けた有機碾茶（一番茶・二番茶）の栽培・技術向上研修等の実施（委託料330
千円）
・関東圏での取引拡大のためのＰＲの実施や料理人向け賞味講習会の実施・雑誌掲載（委託料
2,024千円）
・オーガニックサポーターによるＳＮＳを活用した情報発信（委託料2,288千円）

【６次産業化・農商工連携の推進】　【3,103千円】
・消費者ニーズ把握や商品改良のための首都圏におけるテストマーケティング（委託料1,500千円）
・関西、福岡での大規模商談会における大分県ブース設置（推進費1,603千円）小間料、リース料、

経費内訳変更の理由

【「ネットワーク・コミュニティ」づくりの推進】
・今年度で終了予定であった事業を上方修正した目標達成のために期間を延長して実施する。複数集落を範囲として、地域の課題
解決に取組む組織や団体を支援し、より広い範囲において、地域の担い手の育成と集落機能の維持を図る。
・また、委託費の一部を組み替えて、市町村職員などの組織の設立や運営のノウハウ不足等が原因で組織設立が進まない地域に
対して、地域コミュニティ組織の設立・運営支援のノウハウを有する中間支援組織に、①地域や市町村への専門家派遣、②組織設
立～運営のガイドブック作成を委託することで、組織形成を加速させる。
【直売所の魅力・機能向上】
・震災や韓国人観光客の減少等の外部要因による影響もあり販売額が伸び悩んでいる。また、Ｒ１までに当該補助事業を活用出来
た店舗は約35箇所にとどまっているなど、事業活用の意向はあるが、これまでに実施に踏み切れなかった直売所もあり、直売所の
品揃えやレイアウト等魅力を向上させる取り組み等が不十分。
・目標達成に向けてはこれらの取り組みを継続が県内直売所の販売額向上に必要との意見などを受けて、Ｒ２年度も事業を継続。
また、県内直売所が連携するための気運醸成活動を新規で追加。
【６次産業化・農商工連携の推進】
・九州・山口での連携による取組（令和元年で終了）で得た、新商品開発を行うに当たってのニーズの把握、商品企画、試験販売に
向けた販促の手法、商談会における事前準備から当日及び事後の対応方法等のノウハウを、広く県内事業者へ波及させる事業を
新たに実施。
【乾しいたけ消費拡大の推進、「おおいたの有機」産地づくりの加速化、広域営農システムの構築】
・目標達成に向けた事業内容の微修正や新規追加

交付対象事業における
単位当たりコスト【②/①】

3.20千円

・地域農業経営サポート機構の主要な連携員である複
数の集落営農法人で連合法人を設立する。そこで、機
械や人材の中間拠点等を整備することにより営農範囲
の広域化に対応することができるよう支援を行う。ま
た、地域農業経営サポート機構の機動力増加により担
い手不在集落の営農が安定し、直売所への出荷量も増
加することが見込める。

・乾しいたけの購買を訴求するため、新しい商品展開を
図る必要がある。使いやすい粉末の商品やビタミンDを
強化した商品を製造する施設を整備することで、販売力
の強化を行なう。
　乾しいたけは、直売所でも出荷されており、ＫＰＩの向
上に繋がり、目標達成に寄与する。

・有機農業は一般的な農業に比べて労働集約的で非効
率で、かつ農地が効率的に利用されていないなど生産
性に課題がある。産地化及び安定した販路を確保する
ためには、ロットの確保、高位平準化及び安定出荷の
取り組みが必須であるため省力機械の導入や施設整
備等のハード事業の実施によって、生産性が向上し、
産地化を後押しすることができる。
有機農業で生産された農産物は現在、直売所でも出荷
されており、ＫＰＩの向上に繋がり、目標達成に寄与す
る。



⑤交付対象事業（2019年度分）の予算計上時期 ⑤交付対象事業（2020年度分）の予算計上時期

⑥交付対象事業（2019年度分）の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制【広域連携事業】 ⑥交付対象事業（2020年度分）の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制【広域連携事業】

2019年　　　月 2019年　　　月予算種別 予算計上時期②

予算種別予算計上時期③ 2019年　　　月 予算種別 予算計上時期④ 2019年　　　月

予算種別予算計上時期①

予算計上時期③ 2020年　　　月 予算種別 予算計上時期④

項　目 大分県 大分県中津市 大分県日田市 大分県佐伯市 大分県竹田市

地方公共団体名 1 2 3 4 5

2020年9月 2020年9月 2020年9月

事業における役割

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段）

外部組織の参画者

事業における役割

【ネットワーク・コミュニ
ティ】　地域が抱える課題
の把握、ネットワーク・コ
ミュニティの形成及び活
動継続に向けた人的・財
政的支援、先発事例等
の情報収集、協議会事
務局
【広域営農システム】サ
ポート機構の立ちあげ、
運営支援
【直売所】　農業改良普
及員による地域生産者
への栽培指導、他地域
の直売所との連携による
買い物弱者対策、地産
地消を推進する専門店
への斡旋など、直売所の
持つ機能を最大限発揮
させ、直売所の活性化を
地域の課題解決に結び
つける役割を果たす。
【ジビエ】　全国に販路を
有する｢九州狩猟肉加工
センター｣と狩猟肉処理
施設の要望等を調整し、
狩猟への意欲向上と狩
猟肉の利活用の推進を
図る。
【乾しいたけ】生産から流
通・販売関係者の指導・
調整
【６次産業化・農商工連
携】九州・山口各県で構
成する協議会において、
事業の具体的な企画立
案をするとともに、一体
的に事業を実施する。ま
た、各県の商工関係部
局との連携等による農林
漁業者への情報提供や
各県事業の活用により、
農林漁業者を支援する。
【農福連携】ＪＡ等農業団
体と福祉事業所間の調
整
【有機】
有機農業者や有機農業
の推進に取り組む団体、
流通・販売・飲食関係者
等との連絡・調整

2020年9月 2020年9月

検証方法

当初 予算計上時期② 2020年　　　月

項　目 大分県 大分県中津市 大分県日田市 大分県佐伯市 大分県竹田市

地方公共団体名 1 2 3 4 5

予算種別予算計上時期① 2020年4月 予算種別

【ネットワーク・コミュニ
ティ】　地域が抱える課題
の把握、ネットワーク・コ
ミュニティの形成及び活
動継続に向けた人的・財
政的支援、先発事例等
の情報収集、協議会事
務局
【広域営農システム】サ
ポート機構の立ちあげ、
運営支援
【直売所】　農業改良普
及員による地域生産者
への栽培指導、他地域
の直売所との連携による
買い物弱者対策、地産
地消を推進する専門店
への斡旋など、直売所の
持つ機能を最大限発揮
させ、直売所の活性化を
地域の課題解決に結び
つける役割を果たす。
【ジビエ】　全国に販路を
有する｢九州狩猟肉加工
センター｣と狩猟肉処理
施設の要望等を調整し、
狩猟への意欲向上と狩
猟肉の利活用の推進を
図る。
【乾しいたけ】生産から流
通・販売関係者の指導・
調整
【６次産業化・農商工連
携】事業の具体的な企画
立案、関係機関との連携
による事業の推進、県職
員（普及員）による地域
生産者への経営指導や
情報提供
【農福連携】ＪＡ等農業団
体と福祉事業所間の調
整
【有機】
有機農業者や有機農業
の推進に取り組む団体、
流通・販売・飲食関係者
等との連絡・調整

事業の執行管理、連絡
調整等

事業の執行管理、連絡
調整等

事業の執行管理、連絡
調整等

事業の執行管理、連絡
調整等

2020年　　　月 予算種別

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段）

有 有 有 有 有

2021年9月 2021年9月 2021年9月 2021年9月 2021年9月

検証方法

産学官金労言で構成す
る「大分県長期総合計画
「安心・活力・発展プラン
２０１５」推進委員会」等
において、県の総合戦略
のKPI検証と併せて実施

事業の実績及びKPIを基
に、外部有識者等が参
画する総合計画の検証
会議の中で、交付対象
事業の検証作業も合わ
せて実施する。また、検
証結果を踏まえ、必要に
応じて地方版総合戦略
や本事業の見直しを行
う。

「日田市まち・ひと・しごと
創生総合戦略審議会」に
おいて、日田市版総合戦
略のKPI検証と併せて実
施

産官学金労言等の外部
有識者で構成する「佐伯
市まち・ひと・しごと創生
総合戦略推進審議会」に
おいて、事業効果の検証
等を行う。

ＰＤＣＡサイクルを用い、
年度ごとの事業が終了し
た時期に、「竹田市地方
創生金融アドバイザー会
議（市内地銀系３行・労
働系銀行１行・政府系金
融２機関）」及び「竹田市
地方創生ＴＯＰ推進会議
（産官学労言・市民代表
の計１９名）」による検証
を予定している。

外部組織の参画者

農工商等の代表・NPO等
（産）、県内各市町村長
（官）、県内大学学長
（学）、地元金融機関の
長（金）、労働団体（労）、
NHK（言）

産業界（商工会議所）、
学界（大学教授など）、各
種団体（ＮＰＯ法人、教育
委員会、農業委員会）、
市民代表など、総合計画
の策定に参画した委員
が参画。

【産】商工会議所・農業協
同組合・森林組合・誘致
企業、
【学】県内大学教授、
【官】副市長、
【金】市内金融機関の
長、
【労】連合、
【その他】市議会議員、
自治会連合会、青年会
議所、子ども子育て会
議、地域おこし隊

産・・・商工会議所、商工
会、農協、漁協、広域森
林組合、観光協会、医師
会、工業連合会、水産加
工業従事者
官・・・大分県南部振興
局、公共職業安定所
学・・・大学、高校
金・・・大分銀行、大分信
用金庫、日本政策金融
公庫
労・・・連合大分南西地協
佐伯地区協議会
言・・・ケーブルテレビ
その他・・・PTA連合会、
社会福祉協議会、障害
者給付認定審査会、介
護支援専門員連絡協議
会、大分県里親会

○竹田市地方創生金融
アドバイザー会議（６金融
機関）
大分銀行・大分県信用組
合・豊和銀行・九州労働
金庫・日本政策金融公
庫・日本政策投資銀行

○竹田市地方創生ＴＯＰ
推進会議（１９名）
地域自治会長会（４地域
４名）・竹田商工会議所・
九州アルプス商工会・大
分県農協竹田事業部・竹
田市森林組合・竹田市観
光ツーリズム協会・竹田
市社会福祉協議会・大分
県豊肥振興局・大分大
学・竹田高等学校・大分
合同新聞社・連合大分南
西地域協議会・竹田市母
子保健推進委員会・ＫＯ
ＮＴ２１（農業青年グルー
プ）・ＭＡＰの会（女性農
業経営士）・ＮＰＯ法人夢
苞



外部組織の参画者

10

検証方法

2020年9月 2020年9月 2020年9月 2020年9月 2020年9月

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

検証結果の公表の方法

事業における役割

地方公共団体名 6

事業における役割
事業の執行管理、連絡
調整等

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

有

項　目 大分県豊後高田市 大分県杵築市 大分県宇佐市 大分県豊後大野市 大分県大分市

地方公共団体名 6 7 8 9

項　目 大分県豊後高田市

上記委員会（公開）での
審議及び記者説明およ
びHPでの公表

2020年9月 2020年9月 2020年9月 2020年9月 2020年9月

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段）

外部組織の参画者

検証方法

外部組織の参画者

産：豊後高田商工会議所
官：大分県
学：県立高田高等学校
金：大分銀行
労：連合大分
言：大分合同新聞社

「大分市外部行政評価委
員会」の参画者：産、官、
学、金、労、言、他（弁護
士や公認会計士等）

立命館アジア太平洋大
学、株式会社大銀経済
経営研究所、大分合同
新聞社、大分県農業協
同組合、大分県漁業協
同組合、杵築市商工会、
大分県東部振興局、連
合大分東部地域協議会
（全8名）

宇佐商工会議所、宇佐
両院商工会、宇佐市観
光協会、ＪＡ大分宇佐事
業部、ＪＡ大分安心院事
業部、大分県漁業協同
組合宇佐支店、宇佐地
区森林組合、大分大学、
別府大学、市内高等学
校長代表、宇佐市校長
会（小、中学校）、大分県
北部振興局、宇佐公共
職業安定所、宇佐土木
事務所、大分県北部保
健所、大分銀行、豊和銀
行、大分みらい信用金
庫、大分県信用組合、西
日本シティ銀行、労働金
庫、連合大分宇佐高田
地域協議会、大分合同
新聞社、宇佐市自治会
連合会、宇佐市ＰＴＡ連
合会、宇佐市子ども・子
育て会議、宇佐市社会
福祉協議会、宇佐市地
域婦人団体連合会、宇
佐青年会議所

商工会、農協の代表
（産）、国及び県公共機
関代表（官）、高校、大学
の代表（学）、地元金融
機関の長（金）、労働団
体の長（労）、大分合同
新聞社（言）、自治会、子
育て支援団体等の代
表、公募委員（民）

外部組織の参画者

農工商等の代表・NPO等
（産）、県内各市町村長
（官）、県内大学学長
（学）、地元金融機関の
長（金）、労働団体（労）、
NHK（言）

産業界（商工会議所）、
学界（大学教授など）、各
種団体（ＮＰＯ法人、教育
委員会、農業委員会）、
市民代表など、総合計画
の策定に参画した委員
が参画。

【産】商工会議所・農業協
同組合・森林組合・誘致
企業、
【学】県内大学教授、
【官】副市長、
【金】市内金融機関の
長、
【労】連合、
【その他】市議会議員、
自治会連合会、青年会
議所、子ども子育て会
議、地域おこし隊

産・・・商工会議所、商工
会、農協、漁協、広域森
林組合、観光協会、医師
会、工業連合会、水産加
工業従事者
官・・・大分県南部振興
局、公共職業安定所
学・・・大学、高校
金・・・大分銀行、大分信
用金庫、日本政策金融
公庫
労・・・連合大分南西地協
佐伯地区協議会
言・・・ケーブルテレビ
その他・・・PTA連合会、
社会福祉協議会、障害
者給付認定審査会、介
護支援専門員連絡協議
会、大分県里親会

○竹田市地方創生金融
アドバイザー会議（６金融
機関）
大分銀行・大分県信用組
合・豊和銀行・九州労働
金庫・日本政策金融公
庫・日本政策投資銀行

○竹田市地方創生ＴＯＰ
推進会議（１９名）
地域自治会長会（４地域
４名）・竹田商工会議所・
九州アルプス商工会・大
分県農協竹田事業部・竹
田市森林組合・竹田市観
光ツーリズム協会・竹田
市社会福祉協議会・大分
県豊肥振興局・大分大
学・竹田高等学校・大分
合同新聞社・連合大分南
西地域協議会・竹田市母
子保健推進委員会・ＫＯ
ＮＴ２１（農業青年グルー
プ）・ＭＡＰの会（女性農
業経営士）・ＮＰＯ法人夢
苞

検証結果の公表の方法
市のホームページ等によ
り公表

上記審議会での審議及
びHPでの公表

市HPで公表
検証後に竹田市ホーム
ページで公表

有 有 有 有

2021年9月 2021年9月 2021年9月 2021年9月 2021年9月

検証方法

　県事業であるため、毎
年度、事業終了後は、決
算特別委員会の審査が
行われる。このほか、常
任委員会等においても、
随時、議会による検証が
可能となっている。

決算委員会及び中津市
議会ふるさと創生推進本
部会議において、交付金
事業等について効果検
証を実施予定。

決算特別委員会での審
査

市議会議員全員協議会
において、事業効果等の
検証を実施する。

外部組織による検証結
果を報告し、議会内での
意見を聞く。

事業の執行管理、連絡
調整等

事業の執行管理、連絡
調整等

事業の執行管理、連絡
調整等

事業の執行管理、連絡
調整等

7 8 9 10

大分県杵築市 大分県宇佐市 大分県豊後大野市 大分県大分市

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段）

有 有 有 有 有

2021年9月 2021年9月 2021年9月 2021年9月 2021年9月

検証方法

外部有識者による総合
戦略で単にKPIの達成状
況だけではなく、KPI以外
での事業効果についても
検証を行う。

本市の設置する「まち・ひ
と・しごと創生総合戦略
評価会議（外部有識者会
議）」にて成果を検証（毎
年3月開催）し、必要に応
じて改善策を検討する。
評価の取りまとめは4月、
改善策の策定は5月を予
定している。

宇佐市まち・ひと・しごと
創生有識者会議にてＫＰ
Ｉの進捗状況の報告と改
善策の意見聴取する。

産学官民金労言で構成
する「豊後大野市総合戦
略推進委員会」へ報告
し、検証を受ける。

市民公開にて実施する
「大分市外部行政評価委
員会」にて、実施後の検
証を行う。



交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段）

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

外部組織の参画者

検証方法

検証結果の公表の方法

有 有 無 有

2021年9月 2021年9月 2021年9月 2021年9月2020年9月 2020年9月 2020年9月 2020年9月 2020年9月

外部組織の参画者

産：豊後高田商工会議所
官：大分県
学：県立高田高等学校
金：大分銀行
労：連合大分
言：大分合同新聞社

「大分市外部行政評価委
員会」の参画者：産、官、
学、金、労、言、他（弁護
士や公認会計士等）

立命館アジア太平洋大
学、株式会社大銀経済
経営研究所、大分合同
新聞社、大分県農業協
同組合、大分県漁業協
同組合、杵築市商工会、
大分県東部振興局、連
合大分東部地域協議会
（全8名）

宇佐商工会議所、宇佐
両院商工会、宇佐市観
光協会、ＪＡ大分宇佐事
業部、ＪＡ大分安心院事
業部、大分県漁業協同
組合宇佐支店、宇佐地
区森林組合、大分大学、
別府大学、市内高等学
校長代表、宇佐市校長
会（小、中学校）、大分県
北部振興局、宇佐公共
職業安定所、宇佐土木
事務所、大分県北部保
健所、大分銀行、豊和銀
行、大分みらい信用金
庫、大分県信用組合、西
日本シティ銀行、労働金
庫、連合大分宇佐高田
地域協議会、大分合同
新聞社、宇佐市自治会
連合会、宇佐市ＰＴＡ連
合会、宇佐市子ども・子
育て会議、宇佐市社会
福祉協議会、宇佐市地
域婦人団体連合会、宇
佐青年会議所

商工会、農協の代表
（産）、国及び県公共機
関代表（官）、高校、大学
の代表（学）、地元金融
機関の長（金）、労働団
体の長（労）、大分合同
新聞社（言）、自治会、子
育て支援団体等の代
表、公募委員（民）

事業の執行管理、連絡
調整等

事業の執行管理、連絡
調整等

検証結果の公表の方法
検証後、速やかに豊後
高田市ＨＰで公表。

杵築市公式ウェブサイト
にて公表する。

市ホームページ、本庁舎
及び支所玄関ロビーにて
公表する。

上記委員会（公開）での
審議及び検証結果の公
表（HP）

11 12 13 14

大分市ホームページにて
公表する。

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

有

15

毎年5月に全員協議会に
おいて説明（検証結果・
評価及び改善策）を行
う。

宇佐市まち・ひと・しごと
創生有識者会議による
検証結果について、議会
全員協議会にて報告及
び意見交換を行う。

常任委員会または議会
全員協議会にて報告の
み

決算審査特別委員会で
の審査

2021年9月

検証方法
外部組織の検証結果を
踏まえ、豊後高田市議会
で検証。

項　目 大分県国東市 大分県由布市

地方公共団体名 11 12 13 14 15

項　目 大分県国東市 大分県由布市

外部組織の参画者

2020年9月 2020年9月

地方公共団体名

年　　月 年　　月 年　　月

事業における役割事業における役割

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段）

有 有

2021年9月 2021年9月 年　　月

検証方法

年　　月 年　　月

検証方法

産官学金労言を含む総
合戦略審議会において
事業のＫＰＩに対する実績
値を確認し、達成できて
いない部分については、
原因分析を行い、審議会
の意見を参考に事業の
見直しを実施する。

「由布市総合計画審議
会」（外部有識者会議：毎
年6～7月開催）にて成果
を報告・検証し、必要に
応じて改善策を検討

外部組織の参画者

産：株式会社テクノ、社
会福祉法人秀渓会、上
原農園、国東市商工会、
国東市観光協会、富来こ
ども園
官：大分県福祉保健部こ
ども未来課
学：大学名誉教授、大分
県教育委員、国東市教
育委員長
金：大分銀行
労：国東市職員労働組合
言：大分合同新聞社
その他：区長会長、フ
リーアナウンサー、20代
市役所職員、国東高校
生

産業界、行政機関、金融
機関、メディア、市民代
表（自治委員連合会、人
材育成ゆふいん財団、わ
くわく農業会議、PTA連
合会　等）教育機関



外部組織の参画者

20

検証方法

2020年9月 2020年9月 年　　月 年　　月 年　　月

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

検証結果の公表の方法

事業における役割

地方公共団体名 16 17 18 19 20

項　目

地方公共団体名 16 17 18 19

項　目

事業における役割

年　　月 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段）

外部組織の参画者

検証方法

検証方法

検証結果の公表の方法

年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

年　　月 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

外部組織の参画者

事業における役割

検証結果の公表の方法

21 22 23 24 25

項　目

地方公共団体名 21 22 23 24 25

項　目

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段）

地方公共団体名

事業における役割

外部組織の参画者

産：株式会社テクノ、社
会福祉法人秀渓会、上
原農園、国東市商工会、
国東市観光協会、富来こ
ども園
官：大分県福祉保健部こ
ども未来課
学：大学名誉教授、大分
県教育委員、国東市教
育委員長
金：大分銀行
労：国東市職員労働組合
言：大分合同新聞社
その他：区長会長、フ
リーアナウンサー、20代
市役所職員、国東高校
生

産業界、行政機関、金融
機関、メディア、市民代
表（自治委員連合会、人
材育成ゆふいん財団、わ
くわく農業会議、PTA連
合会　等）教育機関

検証結果の公表の方法
検証結果、事業の見直し
について、ＨＰで公表す
る。

上記委員会（公開）での
審議及び検証結果の公
表（HP）

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

有 有

2021年9月 2021年9月 年　　月 年　　月 年　　月

検証方法

総合戦略審議会をふま
えた検証結果、事業の見
直しを確認し、議会として
の『意見反映を実施す
る。

常任委員会または議会
全員協議会にて報告

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段） 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

検証方法

年　　月

検証方法

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段）



外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段）

外部組織の参画者

年　　月 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

30

検証方法

検証方法

年　　月 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

検証結果の公表の方法

事業における役割

地方公共団体名 26 27 28 29 30

項　目

地方公共団体名 26 27 28 29

項　目

事業における役割

年　　月 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段）

外部組織の参画者

検証方法

検証方法

検証結果の公表の方法

年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

年　　月

検証方法

事業における役割

年　　月 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

外部組織の参画者

事業における役割

検証結果の公表の方法

地方公共団体名 31 32 33 34 35

項　目

地方公共団体名 31 32 33 34 35

項　目

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段） 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

検証方法

外部組織の参画者

検証結果の公表の方法

検証方法

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

年　　月 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

検証方法

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段） 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月



⑦交付対象事業の仕組み ⑦交付対象事業の仕組み

事業における役割事業における役割

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段）

外部組織の参画者

年　　月 年　　月 年　　月

年　　月 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

検証方法

検証結果の公表の方法

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

年　　月 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月年　　月 年　　月

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

検証方法

事業における役割

項　目

地方公共団体名 36 37 38 39 40

外部組織の参画者

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段）

検証結果の公表の方法

検証方法

年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

年　　月 年　　月

地域経済分析システム（RESAS）の活用などによる客観的なデータやこれ
までの類似事業の実績評価に基づき交付対象事業の設計がなされている
こと。

検証方法

年　　月 年　　月 年　　月

説　明

年　　月

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

外部組織の参画者

検証結果の公表の方法

地方公共団体名 36 37 38 39 40

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段）

交付対象事業の効果検証及び事業見直しの方法、時期及び体制

外部組織による検証の有無
（上段）及び検証時期（下
段） 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

検証方法

検証結果の公表の方法

検証方法

項　目

事業における役割

年　　月 年　　月 年　　月 年　　月 年　　月

説　明

地域経済分析システム（RESAS）の活用などによる客観的なデータやこれ
までの類似事業の実績評価に基づき交付対象事業の設計がなされている
こと。

・当県の小規模集落は急増し、平成37年には全集落の37.3%を占める見通しであり、広
域で集落機能を補い合う「ネットワーク・コミュニティ」の構築、域内の仕事づくりは急務で
ある。
・RESASによる「稼ぐ力」分析では本県の農林業従業者数特化係数が全国10位であり、
県内各地での仕事づくりを図る上で「農林業」に着目。
・全国トップクラスの数の集落営農法人が設立されたが、依然として集落営農組織や認
定農業者等の担い手がいない農業集落が6割を占める。
・県内の直売所の売り上げ143億円と一定規模あるが、うち60%が販売額3,000万円未満
の小規模直売所である。
・有害鳥獣被害額は減少傾向であるが、依然2.7億円と高い水準にある。
・本県の乾しいたけ生産量は全国の4割を占め、近年生産量を維持しているが、家庭消
費量は10年で45％減少している。
・農林水産省の統計及び６次産業化総合調査から、九州・山口の農業生産額は全国の
20％、６次産業化関連事業も約4,000億円で全国の22％を占める等食に対するポテン
シャルの高い先進的な地域である。
・障がい者雇用率が全国トップレベルである本県の特徴を、農業分野にも広げていく必
要がある。
・有機農産物のロットの確保や安定供給の観点から、有利販売に繋がる「有機」表示が
可能な有機農産物の生産拡大に取り組んでいるが、有機認証面積は296ha（R3年度末
目標400ha）にとどまっており、儲かる有機農業に繋がる取組が必要となっている。

検証方法

年　　月

検証方法

外部組織の参画者

議会による検証の有無（上
段）及び検証時期（下段）

年　　月 年　　月 年　　月 年　　月



地域経済分析システム（RESAS）の活用などによる客観的なデータやこれ
までの類似事業の実績評価に基づき交付対象事業の設計がなされている
こと。

地域経済分析システム（RESAS）の活用などによる客観的なデータやこれ
までの類似事業の実績評価に基づき交付対象事業の設計がなされている
こと。

・当県の小規模集落は急増し、平成37年には全集落の37.3%を占める見通しであり、広
域で集落機能を補い合う「ネットワーク・コミュニティ」の構築、域内の仕事づくりは急務で
ある。
・RESASによる「稼ぐ力」分析では本県の農林業従業者数特化係数が全国10位であり、
県内各地での仕事づくりを図る上で「農林業」に着目。
・全国トップクラスの数の集落営農法人が設立されたが、依然として集落営農組織や認
定農業者等の担い手がいない農業集落が6割を占める。
・県内の直売所の売り上げ143億円と一定規模あるが、うち60%が販売額3,000万円未満
の小規模直売所である。
・有害鳥獣被害額は減少傾向であるが、依然2.7億円と高い水準にある。
・本県の乾しいたけ生産量は全国の4割を占め、近年生産量を維持しているが、家庭消
費量は10年で45％減少している。
・農林水産省の統計及び６次産業化総合調査から、九州・山口の農業生産額は全国の
20％、６次産業化関連事業も約4,000億円で全国の22％を占める等食に対するポテン
シャルの高い先進的な地域である。
・障がい者雇用率が全国トップレベルである本県の特徴を、農業分野にも広げていく必
要がある。
・有機農産物のロットの確保や安定供給の観点から、有利販売に繋がる「有機」表示が
可能な有機農産物の生産拡大に取り組んでいるが、有機認証面積は296ha（R3年度末
目標400ha）にとどまっており、儲かる有機農業に繋がる取組が必要となっている。



⑧先導性に係る取組　（原則として、先駆タイプは、(１)～（４）全て、横展開タイプは、（１）に加え（２）～（４）のうち２つの要素を満たすこと。） ⑧先導性に係る取組　（原則として、先駆タイプは、(１)～（４）全て、横展開タイプは、（１）に加え（２）～（４）のうち２つの要素を満たすこと。）

135,596千円

：

【A】2018年度はサポート機構の数が増えたが、初年度の組織は収入が少ないため、収入/組織が計
画に届かなかった。
【B】2017年度まで順調に伸びてきていたが、2018年度は、出荷者の減少、主要道路状況の変化や観
光客の減少、暖冬による野菜価格の低迷等により、前年より減少した。

76,466千円

自主財源見込
額の計画が未
達成であった
場合、その理
由

交付対象事業経費 54,770千円 76,466千円 54,770千円

0千円

101,279千円

未達成の理由
を踏まえた見
直し内容及び
考え方

2020年度
（５年目）

2021年度
（６年目）

440千円 3,990千円 6,738千円 12,140千円

50,000千円

9,458千円 18,945千円

42,712千円 67,008千円 135,596千円 155,788千円

取組内容

(1) 自立性

〔先導性のポイント〕
　事業を進めていく中で、「稼ぐ力」
が発揮され、事業推進主体が自立
していくことにより、将来的に本交
付金に頼らずに、事業として自走し
ていくことが可能となるもの。
　具体的には、事業収入や会員か
らの収入、また、地方公共団体独
自の財源確保等に取り組むもの。

自立性の
ポイント

：

【A】

【B】

【C】

【D】

代行事務手数料、会
費等

モデル直売所販売額

3～5年以内の自立化の見込み

55,000千円 60,000千円 65,000千円

10,600千円 20,974千円

自主財源の種類 自主財源の内容と実現方法

【B】

【A】

各年度における
自主財源見込額

【C】

2016年度
（１年目）

2017年度
（２年目）

2018年度
（３年目）

2019年度
（４年目）

2019年度
（４年目）

2020年度
（５年目）

2021年度
（６年目）

440千円 3,990千円 6,738千円 12,140千円 12,160千円 13,040千円

50,000千円 55,000千円 60,000千円 65,000千円 13,000千円 13,000千円

10,600千円 20,974千円 29,700千円 31,359千円

各年度における
自主財源見込額

2016年度
（１年目）

2017年度
（２年目）

(2) 官民協働（それぞれの役割を記
載）

〔先導性のポイント〕
　地方公共団体のみの取組ではな
く、民間と協働して行う事業である
こと。また、単に協働するにとどま
らず、民間からの資金（融資や出
資など）を得て行うことがあれば、
より望ましい。

135,596千円 174,733千円 101,279千円

うちソフト事
業費

官民協働の
ポイント

：

行政の役割 ：

うちハード事
業費

12,058千円 0千円

【ネットワーク・コミュニティ】　地域が抱える課題の把握、ネットワーク・コミュニティの形成及び活動継
続に向けた人的・財政的支援、先発事例等の情報収集、協議会事務局
【広域営農システム】サポート機構の立ちあげ、運営支援
【直売所】　農業改良普及員による地域生産者への栽培指導、他地域の直売所との連携による買い
物弱者対策、地産地消を推進する専門店への斡旋など、直売所の持つ機能を最大限発揮させ、直売
所の活性化を地域の課題解決に結びつける役割を果たす。
【ジビエ】　全国に販路を有する｢九州狩猟肉加工センター｣と狩猟肉処理施設の要望等を調整し、狩
猟への意欲向上と狩猟肉の利活用の推進を図る。
【乾しいたけ】生産から流通・販売関係者の指導・調整
【６次産業化・農商工連携】九州・山口各県で構成する協議会において、事業の具体的な企画立案を
するとともに、一体的に事業を実施する。また、各県の商工関係部局との連携等による農林漁業者へ
の情報提供や各県事業の活用により、農林漁業者を支援する。
【農福連携】ＪＡ等農業団体と福祉事業所間の調整
【有機農業】有機農業者や有機農業の推進に取り組む団体、流通・販売・飲食関係者等との連絡・調
整による有機農業の産地化の加速

(2) 官民協働（それぞれの役割を記
載）

〔先導性のポイント〕
　地方公共団体のみの取組ではな
く、民間と協働して行う事業である
こと。また、単に協働するにとどま
らず、民間からの資金（融資や出
資など）を得て行うことがあれば、
より望ましい。

官民協働の
ポイント

：

【ネットワーク・コミュニティ】　地域の課題やニーズの把握、情報、ノウハウの共有、蓄積
【広域営農システム】担い手不在集落を含む広域的な営農のサポート
【直売所】　儲かる直売所と直売所が担う公益性の実現
【ジビエ】　鳥獣害対策の推進と地域資源であるジビエの利活用
【乾しいたけ】生産から流通・販売まで一体となった販売力強化の推進
【６次産業化・農商工連携】九州・山口各県の６次産業化商品等の販売促進と食を通じた魅力の向上
【農福連携】農業団体と福祉団体、それぞれの強みを活かした農福連携の推進
【有機農業】有機農業の推進に取り組む団体、流通・販売・飲食関係者等がもつノウハウの活用

行政の役割

【D】

モデル直売所の機能強化を図り、地域住民との交流を促進することにより、各年1割の販売
額増を図る

：

【D】

計画

実績
※見込みは下線

計画

取組内容

自立性の
ポイント

13,000千円

33,142千円 33,142千円

：

・ネットワーク・コミュニティは集落が機能を補完し合って自立するためのシステムである。広域協議会
を活用することで相互支援を促し、さらなる自立化を図る。
・地域農業経営サポート機構の運営は、日本型直接支払代行事務手数料、農地等仲介手数料等の
自主財源を確保し、4年目以降の自立運営を目指す。
・直売所の魅力を高め、販売額を増加することで、各直売所が自立して運営することが可能となる。
・平成28年5月に開設した狩猟肉加工施設は既に販売ルートを十分に確保しており、一次加工施設の
機能強化を図り、取扱量を増加することで確実に売り上げ増加につながる。
・乾しいたけの消費拡大は価格の安定をもたらし、産業全体が持続的に活性化する。
・広域かつ分野横断の連携による相乗効果で関連商品の売上が増加し、取組が定着する（負担金等
は、一般財源により拠出）。
・農福連携の推進により、ＪＡ等農業団体と福祉事業所が自主的に連携し仕事の受発注が行えるよう
になる。
・企業的経営体を核とした生産・販売体制の構築による産地が形成されれば、有機農業者の所得が
増加し、将来に渡って持続可能な有機農業を展開できるようになる。

うちソフト事
業費

42,712千円 67,008千円 135,596千円 155,788千円 137,459千円

うちハード事
業費

12,058千円 9,458千円 0千円 18,945千円 22,343千円

：
【A】それぞれのサポート機構の状況に応じて事業内容の拡大等を進め、自主財源の確保につなげ
る。
【B】集客するための事業の継続と、県内直売所が連携するための気運醸成活動を実施。

【ネットワーク・コミュニティ】　地域が抱える課題の把握、ネットワーク・コミュニティの形成及び活動継
続に向けた人的・財政的支援、先発事例等の情報収集、協議会事務局
【広域営農システム】サポート機構の立ちあげ、運営支援
【直売所】　農業改良普及員による地域生産者への栽培指導、他地域の直売所との連携による買い
物弱者対策、地産地消を推進する専門店への斡旋など、直売所の持つ機能を最大限発揮させ、直売
所の活性化を地域の課題解決に結びつける役割を果たす。
【ジビエ】　全国に販路を有する｢九州狩猟肉加工センター｣と狩猟肉処理施設の要望等を調整し、狩
猟への意欲向上と狩猟肉の利活用の推進を図る。
【乾しいたけ】生産から流通・販売関係者の指導・調整
【６次産業化・農商工連携】九州・山口各県で構成する協議会において、事業の具体的な企画立案を
するとともに、一体的に事業を実施する。また、各県の商工関係部局との連携等による農林漁業者へ
の情報提供や各県事業の活用により、農林漁業者を支援するとともに、県職員（普及員）による地域
生産者への経営指導や事業化支援。
【農福連携】ＪＡ等農業団体と福祉事業所間の調整
【有機農業】有機農業者や有機農業の推進に取り組む団体、流通・販売・飲食関係者等との連絡・調
整による有機農業の産地化の加速

2,748千円 2,250千円 2,250千円 2,250千円実績
※見込みは下線

実績
※見込みは下線

計画

実績
※見込みは下線

計画 2,250千円 2,250千円

48,709千円

33,142千円

60,552千円 61,432千円

137,038千円 145,808千円 57,885千円 110,749千円 60,552千円 61,432千円

13,000千円

交付対象事業経費 174,733千円 159,802千円

3～5年以内の自立化の見込み ①　あり（自主財源による自立）

自主財源の種類 自主財源の内容と実現方法

【A】
代行事務手数料、会
費等（組織あたり）

作業、事務受託及び構成員の増加により地域農業経営サポート機構の自立運営を目指
す。

33,142千円

5,087千円 6,428千円 12,140千円 12,160千円 13,040千円

109,445千円

【C】 狩猟肉販売額 狩猟肉、シカ皮革、その加工品等の売り上げの増加を図る。

【D】 会費等 共同受注の事務手数料を構成員の会費で確保予定

94,625千円 0千円

【A】

【B】

【C】

【B】
モデル直売所販売額
（対前年増加額）

0千円0千円77,140千円66,738千円79,964千円61,040千円合計
合計

実績

計画 61,040千円 79,964千円 98,688千円 110,749千円

自立性

〔先導性のポイント〕
　事業を進めていく中で、「稼ぐ力」
が発揮され、事業推進主体が自立
していくことにより、将来的に本交
付金に頼らずに、事業として自走し
ていくことが可能となるもの。
　具体的には、事業収入や会員か
らの収入、また、地方公共団体独
自の財源確保等に取り組むもの。

(1)

25,788千円 46,096千円

65,000千円

2018年度
（３年目）

2,250千円 2,250千円

31,359千円

1,805千円



(2) 官民協働（それぞれの役割を記
載）

〔先導性のポイント〕
　地方公共団体のみの取組ではな
く、民間と協働して行う事業である
こと。また、単に協働するにとどま
らず、民間からの資金（融資や出
資など）を得て行うことがあれば、
より望ましい。

：

【広域営農システム】法人間調整、担い手育成、担い手不在集落カバー
【直売所】　簡易パイプハウスの導入による生産・集荷力の強化、貸し農園による農業体験やイベント
の実施、地産地消を推進する専門店への納品など、販売力や集客力等を強化しビジネスとして成立
する持続可能な経営基盤を整え、直売所の賑わい創出と地域活性化を図る。
【ジビエ】　｢九州狩猟肉加工センター｣の求める衛生基準のクリア及び新たな商品の販路開拓
【乾しいたけ】生産体制の強化、流通の改善・強化及び販路の開拓
【６次産業化・農商工連携】九州経済連合会の傘下の企業に対する商談会への出展やバイヤー招聘
協力の他、協議会で開発した商品（九州産お土産等）に対する販売協力を行う。
【農福連携】ＪＡ等農業団体による農業者への指導・啓発、福祉事業所による農作業の切り出し、障が
い者への指導
【有機農業】有機野菜等の生産・販売体制の構築、輸出のサポート、関東圏での取引拡大のためのイ
ベント等の実施、県内外への情報発信

金融機関・その
他連携者の役
割

：

行政の役割 ：

【ネットワーク・コミュニティ】　地域が抱える課題の把握、ネットワーク・コミュニティの形成及び活動継
続に向けた人的・財政的支援、先発事例等の情報収集、協議会事務局
【広域営農システム】サポート機構の立ちあげ、運営支援
【直売所】　農業改良普及員による地域生産者への栽培指導、他地域の直売所との連携による買い
物弱者対策、地産地消を推進する専門店への斡旋など、直売所の持つ機能を最大限発揮させ、直売
所の活性化を地域の課題解決に結びつける役割を果たす。
【ジビエ】　全国に販路を有する｢九州狩猟肉加工センター｣と狩猟肉処理施設の要望等を調整し、狩
猟への意欲向上と狩猟肉の利活用の推進を図る。
【乾しいたけ】生産から流通・販売関係者の指導・調整
【６次産業化・農商工連携】九州・山口各県で構成する協議会において、事業の具体的な企画立案を
するとともに、一体的に事業を実施する。また、各県の商工関係部局との連携等による農林漁業者へ
の情報提供や各県事業の活用により、農林漁業者を支援する。
【農福連携】ＪＡ等農業団体と福祉事業所間の調整
【有機農業】有機農業者や有機農業の推進に取り組む団体、流通・販売・飲食関係者等との連絡・調
整による有機農業の産地化の加速

民間事業者の
役割

(2) 官民協働（それぞれの役割を記
載）

〔先導性のポイント〕
　地方公共団体のみの取組ではな
く、民間と協働して行う事業である
こと。また、単に協働するにとどま
らず、民間からの資金（融資や出
資など）を得て行うことがあれば、
より望ましい。

行政の役割

金融機関・その
他連携者の役
割

：

：

【ネットワーク・コミュニティ】　地域が抱える課題の把握、ネットワーク・コミュニティの形成及び活動継
続に向けた人的・財政的支援、先発事例等の情報収集、協議会事務局
【広域営農システム】サポート機構の立ちあげ、運営支援
【直売所】　農業改良普及員による地域生産者への栽培指導、他地域の直売所との連携による買い
物弱者対策、地産地消を推進する専門店への斡旋など、直売所の持つ機能を最大限発揮させ、直売
所の活性化を地域の課題解決に結びつける役割を果たす。
【ジビエ】　全国に販路を有する｢九州狩猟肉加工センター｣と狩猟肉処理施設の要望等を調整し、狩
猟への意欲向上と狩猟肉の利活用の推進を図る。
【乾しいたけ】生産から流通・販売関係者の指導・調整
【６次産業化・農商工連携】九州・山口各県で構成する協議会において、事業の具体的な企画立案を
するとともに、一体的に事業を実施する。また、各県の商工関係部局との連携等による農林漁業者へ
の情報提供や各県事業の活用により、農林漁業者を支援するとともに、県職員（普及員）による地域
生産者への経営指導や事業化支援。
【農福連携】ＪＡ等農業団体と福祉事業所間の調整
【有機農業】有機農業者や有機農業の推進に取り組む団体、流通・販売・飲食関係者等との連絡・調
整による有機農業の産地化の加速

民間事業者の
役割

：

【広域営農システム】法人間調整、担い手育成、担い手不在集落カバー
【直売所】　簡易パイプハウスの導入による生産・集荷力の強化、貸し農園による農業体験やイベント
の実施、地産地消を推進する専門店への納品など、販売力や集客力等を強化しビジネスとして成立
する持続可能な経営基盤を整え、直売所の賑わい創出と地域活性化を図る。
【ジビエ】　｢九州狩猟肉加工センター｣の求める衛生基準のクリア及び新たな商品の販路開拓
【乾しいたけ】生産体制の強化、流通の改善・強化及び販路の開拓
【６次産業化・農商工連携】九州経済連合会の傘下の企業に対する商談会への出展やバイヤー招聘
協力の他、協議会で開発した商品（九州産お土産等）に対する販売協力を行う。また、研修や販売の
実践によるノウハウを蓄積し、事業の安定化による地域農業の牽引役として寄与する。
【農福連携】ＪＡ等農業団体による農業者への指導・啓発、福祉事業所による農作業の切り出し、障が
い者への指導
【有機農業】有機野菜等の生産・販売体制の構築、輸出のサポート、関東圏での取引拡大のためのイ
ベント等の実施、県内外への情報発信

補助残融資
メインバンクとしての経営支援
【６次産業化・農商工連携】福岡、山口、佐賀、大分、熊本、宮崎の各県では地域の金融機関と「地方
創生に係る包括協定」を、鹿児島県は「６次産業化連携協定」を締結し、協働して６次産業化等を推
進。



連携のポイ
ント

予算額

(3) 地域間連携（各地方公共団体の役
割を記載）

〔先導性のポイント〕
　単独の地方公共団体のみの取組
ではなく、関係する地方公共団体と
連携し、広域的なメリットを発揮す
る事業であること。

地方公共団体
名①及び役割

：

地方公共団体
名②及び役割

地域間連携の
ポイント

：

地方公共団体
名③及び役割

：

構成メンバー ：

設立時期

(5) 事業推進主体の形成

〔先導性のポイント〕
　事業を実効的・継続的に推進す
る主体が形成されること。特に、
様々な利害関係者が含まれつつ、
リーダーシップを発揮できる強力な
人材を確保するとともに、必要な能
力、知識を有した人材を適切な手
段で確保することが望ましい。

地方公共団体
名④及び役割

：

年 月

：

域内の直売所と連携することによる買い物弱者対策や対面販売によるにぎわいの創出、地域住民に
必要不可欠なサービスの供給体制の構築等により、直売所を地域コミュニティの拠点とするとともに、
地域資源の有効活用と稼ぐ力の強化を図る。
また、九州・山口各県が連携した農商工連携商品の販促より、地産外商を進め、県民所得の向上を
図る。

：

連携政策②

地域間連携（各地方公共団体の役
割を記載）

〔先導性のポイント〕
　単独の地方公共団体のみの取組
ではなく、関係する地方公共団体と
連携し、広域的なメリットを発揮す
る事業であること。

連携政策①

(5) 事業推進主体の形成

〔先導性のポイント〕
　事業を実効的・継続的に推進す
る主体が形成されること。特に、
様々な利害関係者が含まれつつ、
リーダーシップを発揮できる強力な
人材を確保するとともに、必要な能
力、知識を有した人材を適切な手
段で確保することが望ましい。

事業推進主体の名称 ：

①地域農業経営サポート機構（H28年4月～、市町村ご
とに順次設置）
②直売所
③県内猟友会支部
④大分狩猟肉文化振興協議会
⑤乾しいたけブランド戦略会議（R1.7設置予定）
⑥九州・山口農商工連携・６次産業化推進協議会（H28
年6月）
⑦九州地域農福連携推進情報連絡会（H29.12設立）

事業推進主体
の事業遂行能
力

：

ワンストップ化
の内容

：

連携政策③

：

政策間連携の
ポイント

：

(3)

：

地方公共団体
名①及び役割

：
県内市町村：ネットワーク・コミュニティの推進にあたり、県と市が連携し、モデル地域を決定している。
市が集落支援員を設置し、支援を行うとともに、県は先発事例の情報収集・提供を行う。

地方公共団体
名②及び役割

：
広域営農システムの構築（地域農業サポート機構の設立）により、担い手不在集落のカバー、新規就
農者の受入等を進め、集落の稼ぐ力の強化、耕作放棄地の解消等、集落に人が残る・集まる基盤を
整備する。

連携政策② ：

域内の直売所と連携することによる買い物弱者対策や対面販売によるにぎわいの創出、地域住民に
必要不可欠なサービスの供給体制の構築等により、直売所を地域コミュニティの拠点とするとともに、
地域資源の有効活用と稼ぐ力の強化を図る。
また、九州・山口各県及び県内関係機関が連携した農商工連携商品の販促より、地産外商を進め、
県民所得の向上を図る。

地域間連携の
ポイント

：
県および県内市町村で構成される「大分県まち・ひと・しごと創生本部会議」で協議し、県・市町村一体
となって小規模集落対策に当たっている。

政策間連携の
ポイント

：
集落機能のネットワーク化など地域振興・住民福祉政策と、集落営農・農産物の販売促進や、鳥獣被
害対策等の農林業政策との連携により、地域の稼ぐ力を創出し、集落機能の維持、発展につなげる。

事業推進主体の名称 ：

①地域農業経営サポート機構（H28年4月～、市町村ご
とに順次設置）
②直売所
③県内猟友会支部
④大分狩猟肉文化振興協議会
⑤乾しいたけイメージ改革推進会議、大分県椎茸振興
協議会
⑥九州・山口農商工連携・６次産業化推進協議会（H28
年6月）
⑦九州地域農福連携推進情報連絡会（H29.12設立）

設立時期 2016 年 4 月

構成メンバー ：

①集落営農法人、認定農業者、企業参入法人等
②直売所設置・運営者
③狩猟者
④狩猟肉加工業者、販売業者等
⑤県、椎茸農協、生産者、袋詰業者、販売者等
⑥九州・山口各県の担当課長、一般社団法人九州経済連合会の担当課長
⑦九州各県の農業・福祉担当者

事業推進主体
の事業遂行能
力

：

①地域の状況を熟知した集落営農法人が核となって多様な担い手とネットワークを構築し、地域農業
をサポートする。
②県職員や市町村職員を通じて、直売所・生産者への事業の指導・普及を図る。
③については長年の、④については4年間の活動実績があり、県内の狩猟者や処理施設について熟
知している。
⑤生産者から流通・販売者までが連携し、事業の効果的な実施を図る。
⑥幹事県（福岡県）に事務局を設置し、安定的な事業運営を確保している。また、定期的に運営会議
を開催し、各構成員の情報やノウハウを共有することで、効率的な事業の実施が可能となる。
⑦九州農政局が主体となり設置。情報交換を通じた農福連携の推進が可能。

(4) 政策間連携（連携政策の効果とワ
ンストップ化の内容を記載）

〔先導性のポイント〕
　単一の政策目的を持つ単純な事
業ではなく、複数の政策を相互に
関連づけて、全体として、地方創生
に対して効果を発揮する事業であ
ること。また、利用者から見て意味
あるワンストップ型の窓口等を整備
して行う事業であること。

明確な役割分担の下、連携
する他省庁の補助金等の名
称

： 省庁名

： 事業実施年度

：

政策間連携（連携政策の効果とワ
ンストップ化の内容を記載）

〔先導性のポイント〕
　単一の政策目的を持つ単純な事
業ではなく、複数の政策を相互に
関連づけて、全体として、地方創生
に対して効果を発揮する事業であ
ること。また、利用者から見て意味
あるワンストップ型の窓口等を整備
して行う事業であること。

連携政策③ ：

県産ジビエの加工体制を強化することで、取扱量の増加による所得向上のみならず、シカ皮等の無
駄になっていた地域資源の有効活用、直売所の品揃えの多様化等につながる。また、猟師の所得向
上、狩猟肉の取扱量の増加が、鳥獣被害の減少につながるとともに、集落機能の基盤強化が図られ
る。
乾しいたけの消費拡大は産業の活性のみならず中山間地域の維持につながり、併せて、里山の保
全、集落機能の維持が図られる。
また、農福連携により、これまで労働力不足に悩んでいた農業者と、就労促進や工賃の向上が課題
であった福祉事業所の双方の課題解決が図られることで、地域の稼ぐ力の創出が期待される。
有機農業で生産される農産物は直売所における品揃えの一つであり、生産者にとっては地産地消流
通として直売所は重要な出荷先である。また有機農業での就農希望者は若い世代が多いため、若い
新規参入者にとっても持続可能な有機農業が展開できるしくみをつくれば、地域の担い手として、集
落機能の維持・発展に繋がる人材となりうる。

ワンストップ化
の内容

：
直売所が地域住民の所得向上だけでなく、出荷者としての生きがい作りや、鳥獣被害対策、情報発
信や交流の場としての集落機能の維持・発展に寄与する拠点となりうる。

(4)

連携政策①

地方公共団体
名③及び役割

：
県内市町村：県の地方機関（振興局）に配置されている農（林）業普及員が、日常から生産者への普
及指導を実施している。また、各種調査や研修会などを通じて直売所関係者との連携は図られてお
り、県・市・直売所・生産者の連携により事業を実施する。

地方公共団体
名④及び役割

：
九州・山口共通の成長産業分野である農林水産業・食品産業について、各県の特長ある産品を持ち
より、一体的に売り出すことで、実需者や国内外の消費者のニーズに柔軟に対応することが可能とな
り、更なる成長が見込まれる。

：
県内市町村：広域営農システムの構築にあたっては、県下全域の市町村の取組として、県・市が連携
して事業を実施する。



⑨ 地方公共団体別交付対象事業経費内訳　2016年度（１年目） ⑨ 地方公共団体別交付対象事業経費内訳　2016年度（１年目）

10

項　目 大分県国東市 大分県由布市
地方公共団体名 11 12 13

交付対象事業額（千円） 54,770千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

42,712千円

(5) 事業推進主体の形成

〔先導性のポイント〕
　事業を実効的・継続的に推進す
る主体が形成されること。特に、
様々な利害関係者が含まれつつ、
リーダーシップを発揮できる強力な
人材を確保するとともに、必要な能
力、知識を有した人材を適切な手
段で確保することが望ましい。

(5) 事業推進主体の形成

〔先導性のポイント〕
　事業を実効的・継続的に推進す
る主体が形成されること。特に、
様々な利害関係者が含まれつつ、
リーダーシップを発揮できる強力な
人材を確保するとともに、必要な能
力、知識を有した人材を適切な手
段で確保することが望ましい。

経営責任の明
確化

：

(7) 国の総合戦略における政策５原則
等

〔先導性のポイント〕
　国の総合戦略における政策５原則
（将来性、地域性又は直接性）の観
点や新規性など、他の地方公共団
体において参考となる先駆的事業で
あること。

狙う市場や実現
したい将来像
（将来性）

：

地域の強み/地
域特性
（地域性）

：

直接性

人材の確保・
育成方法

：

：

新規性 ：

(6) 地方創生人材の確保・育成

〔先導性のポイント〕
　事業を推進していく過程におい
て、地方創生に役立つ人材の確保
や育成に資するものであること。

地域独自の人
材ニーズ

：

1 2 3 4 5
項　目 大分県 大分県中津市 大分県日田市 大分県佐伯市 大分県竹田市

地方公共団体名 1 2 3 4 5
大分県 大分県中津市 大分県日田市 大分県佐伯市 大分県竹田市

(6) 地方創生人材の確保・育成

〔先導性のポイント〕
　事業を推進していく過程におい
て、地方創生に役立つ人材の確保
や育成に資するものであること。

地域独自の人
材ニーズ

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

12,058千円

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

地方公共団体名

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

項　目

交付対象事業額（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

項　目
地方公共団体名 6 7 8 9 10

項　目 大分県豊後高田市 大分県杵築市 大分県宇佐市 大分県豊後大野市 大分県大分市
地方公共団体名 6 7 8 9

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

・直売所の魅力・機能向
上　1,458千円
・野生鳥獣食肉等の利用
推進　10,600千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

12,058千円

14 15

0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

経営責任の明
確化

：

①作業・事務受託を増加させ自立運営を目指す。
②交付金を通じた行政の関与・指導により進捗管理を行う。
③④それぞれが独立に運営する体制ができている。
⑤関係団体により独立して運営できる体制を構築する。
⑥規約・規定を定め、適正に運営する体制ができている。また、事業の成果等について、九州地域戦
略会議等で報告・公表する。
⑦農業団体と福祉団体とでマッチングが行えるようにする。

：
・地域の担い手として、事業実施地域が抱える課題に対する対応力を持った人材
・営農だけでなく、商品開発、接客・販売、流通に精通した人物、また、福祉事業所や障がい者とも対
応力のある人材。

人材の確保・
育成方法

：

・当該事業は、複数集落を範囲として、各集落の持つ生活機能・特徴を活かした取組を支援すること
で、地域の担い手の育成を目指すものである。
・また、農業分野の人材育成については、県の研修、指導員の派遣を行い人材育成をするとともに、
地域農業の核となる集落営農法人、認定農業者等を担い手として活用していく。
・農福連携の推進上、求められるのは福祉と農業両面に詳しい人材であるが、人材の確保は難しい。
このため、仕事を通して障がい者・農業者双方と接する機会の多いＪＡや福祉事業所の相談員など仲
介者に対し、会議・研修等を行い人材の確保・育成を図る。

(7) 国の総合戦略における政策５原則
等

〔先導性のポイント〕
　国の総合戦略における政策５原則
（将来性、地域性又は直接性）の観
点や新規性など、他の地方公共団
体において参考となる先駆的事業で
あること。

狙う市場や実現
したい将来像
（将来性）

：
人口減少の中で、住み慣れた地域に住み続けたいという住民の思いを叶える地域づくりを進めるとと
もに、特徴ある地域資源を活かした取組により地域活性化を図る。

地域の強み/地
域特性
（地域性）

：
集落営農法人数全国７位（207組織）
農林業従業者特化係数全国１０位（2.69）

直接性 ：
　集落機能をネットワーク化するための人材育成、多機能化の促進は集落の維持・発展に直結する。
また、直売所の魅力向上、ジビエの普及促進、乾しいたけの販売拡大、６次産業化・農商工、農福連
携の推進及び有機農業の産地化は地域経済を循環させるという地方創生の理念そのものである。

新規性 ：

　人や物を集中させるのではなく、集落機能を広域で補い合うという「ネットワーク・コミュニティ」は、本
県独自の取組であり新規性がある。
　この取組に、さらに農林業の稼ぐ力を取り入れ、県レベルで県内各地での仕事づくりを図るという取
組は他に例がないと思われる。

54,770千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

・ネットワーク・コミュニ
ティづくりの推進　24,000
千円
・広域営農システムの構
築　14,400千円
・直売所の魅力・機能向
上　4,312千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

42,712千円

大分県豊後高田市 大分県杵築市 大分県宇佐市 大分県豊後大野市 大分県大分市

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

項　目 大分県国東市 大分県由布市
地方公共団体名 11 12 13 14 15

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円



交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

項　目

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

項　目
地方公共団体名 16 17 18 19 20

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

地方公共団体名 21 22 23 24 25

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

地方公共団体名 26 27 28 29 30
項　目

地方公共団体名 26 27 28 29 30
項　目

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

35
項　目

地方公共団体名 31 32 33 34 35

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

項　目
17 18 19 20地方公共団体名 16

0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業額（千円） 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

項　目

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

地方公共団体名 21 22 23 24 25

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

項　目
地方公共団体名 31 32 33 34



⑨ 地方公共団体別交付対象事業経費内訳　2017年度（２年目） ⑨ 地方公共団体別交付対象事業経費内訳　2017年度（２年目）

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

項　目

0千円 0千円

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

67,008千円

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

地方公共団体名 36
項　目

地方公共団体名 36 37 38 39 40

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

9,458千円

地方公共団体名 1 2 3

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

4 5
項　目 大分県 大分県中津市 大分県日田市 大分県佐伯市 大分県竹田市

地方公共団体名 1 2 3 4 5

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 76,466千円

項　目 大分県 大分県中津市 大分県日田市 大分県佐伯市 大分県竹田市

交付対象事業額（千円） 76,466千円 0千円 0千円 0千円 0千円0千円 0千円

6 7 8 9 10
項　目 大分県豊後高田市 大分県杵築市 大分県宇佐市 大分県豊後大野市 大分県大分市

地方公共団体名 6 7 8 9 10

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

項　目 大分県国東市 大分県由布市
地方公共団体名 11 12 13 14 15

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

37 38 39 40

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

・ネットワーク・コミュニ
ティづくりの推進　24,000
千円
・広域営農システムの構
築の構築　24,800千円
・直売所の魅力・機能向
上　17,019千円
・九州・山口一体となった
農商工連携・6次産業化
の推進　1,189千円

項　目 大分県豊後高田市 大分県杵築市 大分県宇佐市 大分県豊後大野市 大分県大分市

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

67,008千円

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

・直売所の魅力・機能向
上　1,458千円
・野生鳥獣食肉等の利用
推進　8,000千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

9,458千円

地方公共団体名

項　目 大分県国東市 大分県由布市

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

12 13 14 15

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

地方公共団体名 11



交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

項　目
地方公共団体名 16 17 18 19 20

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

20

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

項　目
地方公共団体名 21 22 23 24 25

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

23 24 25

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

地方公共団体名 26 27 28 29 30
項　目

地方公共団体名 26 27 28 29 30
項　目

項　目
地方公共団体名 31 32 33 34 35

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

地方公共団体名 36 37 38 39 40
項　目

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

地方公共団体名 36 37 38 39 40

項　目

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

地方公共団体名 16 17 18 19

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

項　目
地方公共団体名 21 22

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

項　目
31 32 33 34 35

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

地方公共団体名

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

項　目



⑨ 地方公共団体別交付対象事業経費内訳　2018年度（３年目）　　　※2021年度以降の交付額が担保されるわけではありません。 ⑨ 地方公共団体別交付対象事業経費内訳　2018年度（３年目）　　　※2021年度以降の交付額が担保されるわけではありません。

0千円 0千円 0千円 0千円

項　目
地方公共団体名 16 17 18 19 20

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

項　目

交付対象事業額（千円） 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

地方公共団体名 16 17 18 19 20

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

項　目 大分県国東市 大分県由布市

交付対象事業額（千円） 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

地方公共団体名 11 12 13 14 15
項　目 大分県国東市 大分県由布市

交付対象事業額（千円） 6,000千円 4,000千円 3,500千円 6,000千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

6,000千円 4,000千円 3,500千円

交付対象事業額（千円） 6,000千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

10 地方公共団体名 6 7

広域営農システムの構
築
・運営支援

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

6,000千円 4,000千円 3,500千円 6,000千円

4,000千円 3,500千円 6,000千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

6,000千円

5

交付対象事業額（千円） 94,632千円 8,000千円 1,464千円 6,000千円 6,000千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

6,000千円

8

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

地方公共団体名 6 7 8 9

地方公共団体名 1 2 3 4 5
項　目 大分県 大分県中津市 大分県日田市 大分県佐伯市 大分県竹田市

地方公共団体名 1 2 3 4

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

項　目 大分県豊後高田市 大分県杵築市 大分県宇佐市 大分県豊後大野市 大分県大分市

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

項　目 大分県 大分県中津市

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

大分県日田市 大分県佐伯市 大分県竹田市

交付対象事業額（千円） 94,632千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

94,632千円 8,000千円 1,464千円 6,000千円

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

8,000千円 1,464千円 6,000千円

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

6,000千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

・ネットワーク・コミュニ
ティづくりの推進　25,527
千円
・広域営農システムの構
築　52,400千円
・直売所の魅力・機能向
上　13,798千円
・九州・山口一体となった
農商工連携・6次産業化
の推進　1,187千円
・農福連携の推進　1,720
千円

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

94,632千円 8,000千円 1,464千円 6,000千円 6,000千円

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

9 10
項　目 大分県豊後高田市 大分県杵築市 大分県宇佐市 大分県豊後大野市 大分県大分市

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

0千円 0千円 0千円 0千円

地方公共団体名 11 12 13 14 15



交付対象事業額（千円） 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円

項　目

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

地方公共団体名 36 37 38 39 40

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

0千円 0千円

地方公共団体名
項　目

0千円 0千円 0千円

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

36 37 38

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

39 40

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

地方公共団体名 31 32 33 34 35
項　目

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円

地方公共団体名 26 27 28 29 30
項　目

地方公共団体名 26 27 28

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

29 30
項　目

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

項　目

交付対象事業額（千円） 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

項　目

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

地方公共団体名 21 22 23 24 25

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

地方公共団体名 21 22 23 24 25

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

0千円 0千円 0千円 0千円

地方公共団体名 31 32 33 34 35
項　目

交付対象事業額（千円） 0千円

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳



⑨ 地方公共団体別交付対象事業経費内訳　2019年度（４年目）　　　※2021年度以降の交付額が担保されるわけではありません。 ⑨ 地方公共団体別交付対象事業経費内訳　2019年度（４年目）　　　※2021年度以降の交付額が担保されるわけではありません。

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業額（千円） 126,090千円 9,000千円 0千円 3,200千円 4,000千円

項　目 大分県 大分県中津市 大分県日田市 大分県佐伯市 大分県竹田市

交付対象事業額（千円） 126,090千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

・「おおいたの有機」産地
づくりの加速化　18,945
千円

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

2 3 4 5
項　目 大分県 大分県中津市 大分県日田市 大分県佐伯市 大分県竹田市

地方公共団体名 1 2 3 4 5

9,000千円

項　目 大分県豊後高田市 大分県杵築市 大分県宇佐市 大分県豊後大野市 大分県大分市
地方公共団体名 6 7 8 9 10

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

107,145千円 9,000千円 0千円 3,200千円 4,000千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

18,945千円

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

8,000千円 3,000千円 1,443千円 4,000千円 6,000千円

交付対象事業額（千円） 8,000千円 3,000千円 1,443千円 4,000千円 6,000千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

項　目 大分県国東市 大分県由布市
地方公共団体名 11 12 13 14 15

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

6,000千円 4,000千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

交付対象事業額（千円） 6,000千円 4,000千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

6,000千円 4,000千円

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

地方公共団体名 16
項　目

地方公共団体名 16 17 18 19 20

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

0千円 3,200千円 4,000千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

・ネットワーク・コミュニ
ティづくりの推進　25,534
千円
・広域営農システムの推
進　44,400千円
・直売所の魅力・機能向
上　10,024千円
・九州・山口一体となった

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

107,145千円 9,000千円 0千円 3,200千円 4,000千円

地方公共団体名 1

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

18,945千円

項　目 大分県豊後高田市 大分県杵築市 大分県宇佐市 大分県豊後大野市 大分県大分市

交付対象事業額（千円） 8,000千円 3,000千円 1,443千円 4,000千円 6,000千円

地方公共団体名 6 7 8 9 10

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

8,000千円 3,000千円 1,443千円 4,000千円 6,000千円

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

項　目 大分県国東市 大分県由布市

交付対象事業額（千円） 6,000千円 4,000千円 0千円 0千円 0千円

地方公共団体名 11 12 13 14 15

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

項　目
17 18 19 20



⑨ 地方公共団体別交付対象事業経費内訳　2020年度（５年目）　　　※2021年度以降の交付額が担保されるわけではありません。 ⑨ 地方公共団体別交付対象事業経費内訳　2020年度（５年目）　　　※2021年度以降の交付額が担保されるわけではありません。

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

地方公共団体名 21 22 23 24 25
項　目

地方公共団体名 21 22 23 24 25
項　目

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

26 27 28 29 30
項　目

地方公共団体名 26 27 28 29 30

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

項　目

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

地方公共団体名

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業額（千円）

項　目
地方公共団体名 31 32 33 34 35

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円

項　目

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

地方公共団体名 36 37 38 39 40
項　目

地方公共団体名 36 37 38 39 40
項　目

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

地方公共団体名 1 2 3 4 5
項　目 大分県 大分県中津市 大分県日田市 大分県佐伯市 大分県竹田市

地方公共団体名 1 2 3 4 5

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

・ネットワーク・コミュニ
ティづくりの推進　1,534
千円
・広域営農システムの推
進　42,800千円
・乾しいたけ消費拡大の
推進　20,000千円
・「おおいたの有機」産地
づくりの加速化　5,462千
円

項　目 大分県 大分県中津市

交付対象事業額（千円） 69,796千円 0千円 0千円 2,400千円 3,000千円 交付対象事業額（千円） 132,364千円 0千円

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

32 33 34 35地方公共団体名 31

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

0千円 2,400千円 3,000千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

・ネットワーク・コミュニ
ティづくりの推進　25,476
千円
・広域営農システムの推
進　43,408千円
・直売所の魅力機能向上
9,574千円
・乾しいたけ消費拡大の
推進　20,768千円
・「おおいたの有機」産地
づくりの加速化　7,692千
円
・6次産業化・農商工連携
の推進　3,103千円

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

大分県日田市 大分県佐伯市 大分県竹田市



交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

9,000千円 0千円 1,083千円 3,000千円 4,000千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

69,796千円 0千円 0千円 2,400千円 3,000千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

・ネットワーク・コミュニ
ティづくりの推進　1,534
千円
・広域営農システムの推
進　42,800千円
・乾しいたけ消費拡大の
推進　20,000千円
・「おおいたの有機」産地
づくりの加速化　5,462千
円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

110,021千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

・地域農業経営サポート
機構連携員の強化（集落
営農連合法人の育成）
2,000千円）

・乾しいたけ消費拡大の
推進　2,000千円

・「おおいたの有機」産地
づくりの加速化　18,343
千円

項　目 大分県豊後高田市 大分県杵築市 大分県宇佐市 大分県豊後大野市 大分県大分市
地方公共団体名 6 7 8 9 10

交付対象事業額（千円） 9,000千円 0千円

項　目 大分県豊後高田市

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

9,000千円

1,083千円 3,000千円 4,000千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

地方公共団体名 11 12 13 14 15
項　目 大分県国東市 大分県由布市

地方公共団体名 11 12 13 14 15
項　目 大分県国東市 大分県由布市

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

6,000千円 3,000千円

交付対象事業額（千円） 6,000千円 3,000千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

地方公共団体名 16 17 18 19 20
項　目

地方公共団体名 16 17 18 19 20

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

項　目

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

・ネットワーク・コミュニ
ティづくりの推進　25,476
千円
・広域営農システムの推
進　43,408千円
・直売所の魅力機能向上
9,574千円
・乾しいたけ消費拡大の
推進　20,768千円
・「おおいたの有機」産地
づくりの加速化　7,692千
円
・6次産業化・農商工連携
の推進　3,103千円

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

0千円 2,400千円 3,000千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

22,343千円

大分県杵築市 大分県宇佐市 大分県豊後大野市 大分県大分市

交付対象事業額（千円） 9,000千円 0千円 830千円 3,000千円 3,708千円

7 8 9 10

0千円 830千円 3,000千円 3,708千円

地方公共団体名 6

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 4,000千円 1,500千円 0千円 0千円 0千円

広域営農システムの構
築
・運営支援

広域営農システムの構
築
・運営支援

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

4,000千円 1,500千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）



⑩計画期間に対するハード事業経費の割合 ⑩計画期間に対するハード事業経費の割合

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

項　目

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円

26

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

項　目
地方公共団体名 21 22 23 24 25

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円

項　目

0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

地方公共団体名 26 27 28 29 30

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

地方公共団体名

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

27 28 29 30
項　目

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

項　目

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

地方公共団体名 31 32 33

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

34 35 地方公共団体名 31 32

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

項　目

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円

項　目

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

4 5

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

地方公共団体名
1 2

36 37 38 39 40

5

地方公共団体名 36 37 38 39 40

3

項　目

地方公共団体名

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

地方公共団体名
1

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

22 23 24 25地方公共団体名 21

交付対象事業における
ソフト事業経費（千円）

交付対象事業額（千円） 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

33 34 35

2 3

0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）

4

0千円 0千円 0千円

交付対象事業における
ソフト事業経費内訳

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費内訳

　　　うち交付対象事業におけるハード事業経費

交付対象事業におけるハー
ド事業経費（千円）



大分県 大分県中津市 大分県日田市 大分県佐伯市
地方公共団体名

大分県佐伯市 大分県竹田市

計画期間における
交付対象事業総額

421,754千円 17,000千円 1,464千円 11,600千円 13,000千円 11,600千円 13,000千円

大分県日田市
地方公共団体名

大分県大分県竹田市

0千円 0千円

地方公共団体名
6 7 8 9 10

大分県豊後大野市

計画期間における
交付対象事業総額

23,000千円
計画期間における
交付対象事業総額

23,000千円 7,000千円 6,026千円 13,000千円 10,000千円

計画期間における
ハード事業総額

計画期間における
ハード事業総額

0千円 0千円

大分県大分市

6

計画期間における
ハード事業総額

40,461千円 0千円

大分県豊後高田市

0千円 0千円 0千円

11 12
地方公共団体名

11 12 13 14 15
大分県国東市 大分県由布市

地方公共団体名
大分県国東市 大分県由布市

大分県杵築市 大分県宇佐市

0千円 0千円

62,804千円 0千円

計画期間における
ハード事業総額

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

計画期間における
交付対象事業総額

12,000千円 7,000千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円 0千円

計画期間における
交付対象事業総額

10,000千円 5,500千円 0千円

0千円 0千円 0千円

計画期間における
ハード事業総額

0千円 0千円

16 17 18 19
地方公共団体名

16

21 22 23 24
地方公共団体名

21 22 23 24 25

17 18 19 20

計画期間における
ハード事業総額

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

計画期間における
交付対象事業総額

0千円 0千円

計画期間における
交付対象事業総額

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

28 29 30
地方公共団体名

26 27 26

計画期間における
交付対象事業総額

0千円

0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

31

0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

計画期間における
ハード事業総額

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

28

計画期間における
交付対象事業総額

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

29

40

0千円

31 32 33 34 35

0千円 0千円

35

0千円

計画期間における
交付対象事業総額

0千円

地方公共団体名

0千円 0千円 0千円

計画期間における
ハード事業総額

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

3937 38

計画期間における
ハード事業総額

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

計画期間における
交付対象事業総額

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

地方公共団体名

計画期間における
ハード事業総額

計画期間における
ハード事業総額

0千円 0千円

計画期間における
交付対象事業総額

36 37 38 39 40

0千円 0千円

地方公共団体名

計画期間における
交付対象事業総額

0千円 0千円

0千円 0千円

0千円 0千円

地方公共団体名
大分県豊後高田市 大分県杵築市

13,000千円

9

計画期間における
ハード事業総額

0千円

7,000千円

1,464千円

大分県中津市

0千円 0千円

0千円

484,322千円

25

7 8

計画期間における
ハード事業総額

0千円

13 14

32 33

0千円

36

0千円 0千円

計画期間における
ハード事業総額

0千円

地方公共団体名

計画期間における
交付対象事業総額

0千円 0千円 0千円

3027

地方公共団体名

地方公共団体名

0千円

地方公共団体名

0千円

0千円

34

0千円

0千円

0千円

計画期間における
ハード事業総額

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

0千円 0千円 0千円

10

大分県宇佐市 大分県豊後大野市

0千円

20

0千円

5,773千円

0千円

大分県大分市

計画期間における
交付対象事業総額

0千円 0千円

15

0千円

計画期間における
ハード事業総額

0千円

17,000千円

9,708千円

計画期間における
交付対象事業総額


